
0

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,051 0 0 0 0 739

一 般 財 源 0 786 841 861 750 0

()内は人件費、公債費を含む (820) (3,906) (3,241) (3,696) (3,210) (820)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041808 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 01 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
魅力創造事業 実施計画掲載 非掲載
高校生軽音楽フェスティバル事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

高校生の表現活動等の支援を通して、若者の交流と活躍の場づくりに寄与するとともに、「とよなか
音楽月間」の一環として、市民に気軽に楽しんでもらえるイベントを行うことにより、「音楽あふれ
るまち・豊中」のイメージの定着を図ります。

対 象

その他
市民、近隣市市民、事業者

内 容

市内高校の軽音楽系クラブが出演し、服部緑地野外音楽堂で日ごろの練習の成果を発表すると同時に
、市民にライブ演奏を気軽に楽しんでいただく機会とします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 786 861 実施 実施

事 業 費 総 額 1,051 786 841 861 750 739

()内は人件費、公債費を含む (1,871) (3,906) (3,241) (3,696) (3,210) (1,559)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 174 97 128 150 105 4

委 託 料 805 649 671 671 606 617

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 72 41 43 41 38 118

人 件 費 820 3,120 2,400 2,835 2,460 82



非投資的

041808 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 01 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
魅力創造事業

高校生軽音楽フェスティバル事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1,200 452 569 776 750 629

観客者数 
単位

上向き

出典:出典：担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

「高校生が元気なまちとよなか」のイメージ向上につながりました。

令和　元年度
市内高校との連携を図りながら、秋にイベントを実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

関係者との調整 関係者との調整 イベントの実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高め、発信していくために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。費用のほとんどはイベントの企画内容に費やすものであり、
費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

音響や照明は事業者に委託しています

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

豊中の魅力を高め、発信する事業なので、市が方向付けをする必要があります

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

機関誌（パークライフ、とよなか音楽月間）に掲載されるなど、豊中の魅力の発信につながっています。
また、実際に足を運んでもらいまた参加したいと思っていただけることで、広く豊中市を知っていただくきっか
けとなっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後のさらなる魅力発信のために、投入資源の質を高めるよう取り組みます。
今後の取組み

備 考



補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2 0 0 0 1 0

人 件 費 2,050 1,950 2,000 3,240 1,435 2,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 7 5 5 4 5 0

()内は人件費、公債費を含む (2,057) (1,955) (2,005) (3,244) (1,440) (2,050)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000889 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策 27

事 業 名
空港を活かしたまちづくり 実施計画掲載 非掲載
大阪国際空港周辺緑地関連業務 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 230000 環境部 430000 都市基盤部 

事
業
の
概
要

目 的

空港周辺地域の航空機騒音による障害の防止と生活環境の改善を図ります。

対 象

市民

内 容

本事業で整備する緑地は、騒音等の緩衝機能を確保するための閉鎖型緩衝緑地、市民の憩いの場など
とする開放型緩衝緑地、市民の利用に供するための施設等を整備した利用緑地の3種類に分かれます
。これらの整備については、本市と大阪府及び大阪国際空港の設置・管理者等が役割分担し進めてお
り、市は整備に係る関係機関や地元などとの調整の役割を担っています。
事業の方向性等について関係機関との協議・調整を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 ■府 ■国 ■ その他 （ 大阪国際空港の運営管理者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO ■地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 7 5 5 4 5 0

()内は人件費、公債費を含む (2,057) (1,955) (2,005) (3,244) (1,440) (2,050)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 5 5 5 4 4 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持



　●中　　　　○低

利用緑地については、平成２５年度に概ね整備が完了し、地域のにぎわいの創出やコミュニティの活性化等に寄
与しています。また、周辺住民や関係機関との調整を行い、緩衝緑地の有効活用を図りました。
大阪国際空港周辺地区整備計画（案）における緩衝緑地・利用緑地の現状把握・課題の整理ができました。
千里川土手隣接地の整備イメージ案を作成しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

緩衝緑地Ⅱ期事業及び利用緑地の未整備部分の整備に向けた調整等を行うとともに、緩衝緑地の更なる有効活用
今後の取組み に向けて、周辺住民や関係機関との検討・調整を進めます。

大阪国際空港周辺地区整備方向性検討業務の成果を踏まえて、大阪国際空港周辺地域整備構想（素案）を策定し
ます。

備 考

非投資的

000889 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策 27

事 業 名
空港を活かしたまちづくり

大阪国際空港周辺緑地関連業務

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

46 46 46 46 46 46

緩衝緑地の整備率
単位

横ばい

出典:担当課調査
％

99 99 99 99 99 99

利用緑地の整備率
単位

横ばい

出典:担当課調査
％

単位

出典:

事 業 の 効 果

緑地の整備が進み、空港周辺地域の生活環境の改善が進むとともに、市民にとっての憩いの場となります。

令和　元年度
大阪国際空港周辺地区整備の方向性検討業務について委託発注し、緩衝緑地・利用緑地の整備状況の把握や課題
の整理、千里川土手隣接地の整備イメージ案の作成を行いました。

の 実 施 内 容 緩衝緑地及び利用緑地に係る今後の方向性等について、関係機関と協議・調整等を行いました。
前年度に引き続き走井地区緩衝緑地の地元による活用を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

委託発注（プロポーザル方式 整備状況の把握や課題の整理 整備状況の把握や課題の整理 整備状況の把握や課題の整理
） 関係機関との協議・調整 関係機関との協議・調整 関係機関との協議・調整
関係機関との協議・調整 千里川土手隣接地の整備イメ 千里川土手隣接地の整備イメ 千里川土手隣接地の整備イメ

ージ案の作成 ージ案の作成 ージ案の作成

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

都市計画決定に基づく航空機騒音や排ガス等の軽減・緩和などの緩衝機能を果たす緑地の確保が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

国や府、空港運営管理者等と役割を分担し、一定の効率性を確保しながら業務を進めています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

公共事業として行う性質のもので、市が同事業に対する調整業務を行うことが必要です。

Ｄ.成 果

○高　　　



,706 1,804

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,502 1,454 1,309 1,120 1,090 832

()内は人件費、公債費を含む (3,306) (4,028) (3,949) (3,793) (3,796) (2,636)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001110 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民農園 実施計画掲載 非掲載
市民農園 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

土に親しみ余暇を楽しむ場を市民に提供し、農地の保全・活用を行います。

対 象

市民

内 容

市在住の20歳以上の市民を対象に、1世帯1区画（約15㎡）の農地利用者を募集し斡旋業務を行います
。（利用契約は利用者と農園開設者です）
市と貸付協定を締結した市民農園に対し、運営費を助成します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和50 年度　（ 1975 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 特定農地貸付に関する農地法等の特例に関する法律（特定農地貸付法）

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市市民農園運営助成要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,502 1,454 1,309 1,120 1,090 832

()内は人件費、公債費を含む (3,306) (4,028) (3,949) (3,793) (3,796) (2,636)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 170 192 121 172 135 60

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 1,000 950 880 630 650 592

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 179 172 141 176 152 74

そ の 他 153 140 168 142 153 106

人 件 費 1,804 2,574 2,640 2,673 2



考

非投資的

001110 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民農園

市民農園

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1,200 1,136 1,008 910 820 781

区画数
単位

下向き

出典:担当課調べ
区画

27,000 25,598 23,426 21,327 18,940 18,753

面積
単位

下向き

出典:担当課調べ
㎡

28 27 25 23 22 21

農園数
単位

下向き

出典:担当課調べ
農園

事 業 の 効 果

市民が土に親しみ余暇を楽しむ場として好評でした。

令和　元年度
市民農園の募集から斡旋、市民農園運営費助成金交付事務を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市民農園栽培講習会を実施し 市民農園栽培講習会を実施し 市民農園運営費助成金の交付
ました。 ました。 しました。

市民農園の募集を実施しまし
た。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

高齢化が進む中で余暇を楽しむ場を提供できることから必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民農園運営助成を２５％（固定資産税、都市計画税の年税額）から１０％に引き下げたことから効率性はあが
っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市は募集から斡旋をし、契約は農家と市民ですが、市が関わっているということで市に対する多種多様な苦情が
多いのが実情です。

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

実施主体について検討します。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

市民が余暇を楽しむ場として定着していますが、近隣とのトラブル等が増加し、市が時間を取られることが多く
なっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

ここ５年間は面積、区画数とも横ばい状態ですが、申込倍率等からみると現状の区画数が適当です。
今後の取組み

備



0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 131 1 123 92 32 97

()内は人件費、公債費を含む (3,657) (3,589) (3,803) (3,818) (3,804) (3,623)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪府

制 度 の 名 称 等 経営所得安定対策等推進事業費補助金

補助率・補助額等

非投資的

001116 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
経営所得安定対策 実施計画掲載 非掲載
経営所得安定対策 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

小規模農家も食料の安定供給や多面的機能の維持という役割を担っていることを評価し、意欲あるす
べての農業者が農業を継続できる環境を整え、創意工夫ある取り組みを促すことです。

対 象

その他
市内農業者

内 容

地域振興作物等を生産販売した農家を支援します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 恒常的 平成23 年度　（ 2011 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 経営所得安定対策等推進事業実施要綱

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 647 532 673 680 574 543

()内は人件費、公債費を含む (4,173) (4,120) (4,353) (4,406) (4,346) (4,069)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 335 289 379 387 352 305

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 188 171 175 176 108 123

そ の 他 124 71 120 116 115 116

人 件 費 3,526 3,588 3,680 3,726 3,772 3,526

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 516 531 550 588 542 446

地 方 債 0 0 0 0 0



非投資的

001116 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
経営所得安定対策

経営所得安定対策

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

50 108 88 83 16 18

交付対象者（延べ人数）
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

小規模農家も食料の安定供給や多面的機能の維持という役割を担っていることを評価し、意欲あるすべての農業
者が農業を継続できる環境を整えました。

令和　元年度
水田活用の直接支払交付金の申込に係る事務を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

営農計画書の配布、回収 現地確認等 交付金の振込（国→対象者）
交付金申請書の提出 豊中市地域農業再生協議会の

開催
営農計画書内容確認、修正

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

当市においてこの制度はなじまないところもありますが、国の施策であり、実施するしかないのが実情です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

必要経費は国からの交付金でまかなっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

国の施策であるため市が実施するしかないのが実情です。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

水田活用の直接支払い交付金交付対象者が微増ではあるが、成果はあがっていると思われます。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

国の施策であるのでこのまま実施します。
今後の取組み

備 考



債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,200 997 1,015 1,010 779 741

()内は人件費、公債費を含む (1,856) (1,621) (1,655) (1,658) (1,435) (1,397)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001111 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
花畑開放 実施計画掲載 非掲載
花畑開放 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

市内300㎡以上の田にレンゲの種子をまき、花が咲くことで市民にやすらぎを与えます。また、開花
時には市民に花とふれあう場を提供します。

対 象

市民

内 容

市内300㎡以上の田にレンゲの種子をまき、開花時に市民が花とふれあう場及び小学校等の体験学習
の場としてレンゲ畑を開放した農地所有者に助成金を交付します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成05 年度　（ 1993 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 ■ その他 （ 農地所有者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 花畑開放事業奨励助成金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,200 997 1,015 1,010 779 741

()内は人件費、公債費を含む (1,856) (1,621) (1,655) (1,658) (1,435) (1,397)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 100 85 100 53 26 40

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 800 597 616 658 453 401

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 300 315 300 300 300 300

人 件 費 656 624 640 648 656 656

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方



体験として子供の意識の中に残っていきます。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

「ふれあい緑地フェスティバル」の催し物のひとつとして、市民の皆さんにレンゲ畑を開放し、レンゲ摘みなど
今後の取組み を楽しんでもらえるように引き続き農業者へ協力をお願いします。一般開放（小学校等への開放）については継

続していきます。

備 考

非投資的

001111 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
花畑開放

花畑開放

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

2,000 1,801 1,890 1,708 1,374 1,560

入場者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

農地の有効活用・景観形成に寄与するとともに、レンゲ畑を開放して家族であるいは学校等の体験学習としてレ
ンゲ摘みなどを楽しみ自然とふれあう場を提供しています。

令和　元年度
ふれあい緑地フェスティバルにおいて市民にレンゲ畑を開放しました。
小学校等の体験学習としての花畑開放事業を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ふれあい緑地フェスティバル 花畑開放事業奨励助成金の交
においてレンゲ畑を開放しま 付しました。
した。 レンゲ種子の申込、配布及び
花畑開放事業を実施しました 令和２年度の花畑開放事業計
。 画申込を受付ました。
花畑開放事業奨励助成金の交
付申込を受け付けました。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

都市化の進んだ本市において自然とふれあう貴重な機会であり、本市の農地・農業への市民の理解を深めます。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

小学校等へのレンゲ畑の開放は幼児期の貴重な体験の場を提供しており効率性はあがっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

「ふれあい緑地フェスティバル」実施時のレンゲ畑開放は、農業者の協力を得て実施しています。また、花畑開
放事業の事務関係は市が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

今後も花畑開放事業は同じ方法で実施していきます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

都市化の進んだ当市において自然とふれあう貴重な機会であり市民の皆さんには好評でした。また小学校等のレ
ンゲ畑への入場は幼児期の貴重な



84 88 86 98 118 89

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 5,287 5,069 5,068 5,036 5,110 5,095

()内は人件費、公債費を含む (7,419) (7,955) (8,028) (8,033) (8,144) (7,227)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001108 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
農政事務 実施計画掲載 非掲載
農政事務 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農業の活性化と、農地の持つ多面的機能の保全・活用を図ります。

対 象

その他
市内の生産緑地を所有する農業者及び大阪府農業共済組合

内 容

生産緑地の買取り及び買取り希望の申出に関する一連の事務を期限内に行います。
大阪府農業共済組合に負担金を支出します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 恒常的 平成05 年度　（ 1993 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 ■ その他 （ 大阪府北部農業共済組合 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 生産緑地法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 生産緑地業務処理実施要綱、要領

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 5,371 5,157 5,154 5,134 5,228 5,184

()内は人件費、公債費を含む (7,503) (8,043) (8,114) (8,131) (8,262) (7,316)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 104 15 5 10 13 26

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 806 993 933 937 874 806

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 4,461 4,149 4,216 4,187 4,341 4,353

人 件 費 2,132 2,886 2,960 2,997 3,034 2,132

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金



非投資的

001108 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農政事務

農政事務

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

150 151 139 135 133 93

水稲共済加入組合員数
単位

横ばい

出典:大阪府農業共済組合
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

農政事務のひとつである大阪府農業共済組合への負担金の支出については、本来市が実施しなければならない事
業ですが、大阪府農業共済組合に負担金を支出することにより、人件費等経費削減が図られました。

令和　元年度
大阪府農業共済組合への負担金を支出しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

大阪府農業共済組合へ負担金
を支出しました

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大阪府北部農業共済組合への負担金の支出については共済組合がなければ市が実施しなければならない事業です
ので必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

負担金の支出により人件費等削減されています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

負担金の支出により農業共済組合が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

大阪府農業共済組合への負担金を支出することで市が実施しなければなならい業務が削減されていることから成
果はあがっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

５年ごとに実施される農林業センサスの農家数によって負担金が算出されています。当市は年々、農家戸数は減
今後の取組み 少していますので負担金も減額される予定です。

備 考



34 648 730

()内は人件費、公債費を含む (1,737) (1,527) (1,589) (1,525) (1,550) (1,632)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001113 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興 実施計画掲載 非掲載
地産地消推進補助事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

安心・安全な食の実現を目指す地産地消及び食育を推進します。

対 象

事業者その他団体
市内の農業者及び農業者団体

内 容

市内の農業者及び農業者団体が学校給食等への地場農産物の出荷及び市民に対する地場農産物の直売
を行った場合において、その費用の一部を補助するとともに事業の遂行をサポートします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市地産地消推進事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 835 669 709 634 648 730

()内は人件費、公債費を含む (1,737) (1,527) (1,589) (1,525) (1,550) (1,632)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 835 669 709 634 648 730

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 902 858 880 891 902 902

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 835 669 709 6



非投資的

001113 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興

地産地消推進補助事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

100 73 68 57 51 52

地産地消協力者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

地産地消、食育の推進

令和　元年度
学校給食等への地場産農作物の出荷及び市民に地場産農産物の直売を行ったことにより地産地消、食育に貢献し
た農業者、農業者団体に補助金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

たまねぎを学校給食へ出荷し 豊中まつりで直売会を実施し 農業祭で直売会を実施しまし 補助金の交付申込受付及び交
ました。 ました。 た。 付金を交付しました。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地産地消をよりいっそう推進していくためには必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

対象人数、予算額からみれば効率的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

地産地消、食育の観点から成果は十分あがっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

補助金額について増額の方向で検討し、協力者を増やすことでより一層、地産地消の推進に取組んでいきます。
今後の取組み

備 考



0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 206 206 206 206 206 113

()内は人件費、公債費を含む (780) (752) (766) (773) (780) (687)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001114 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興 実施計画掲載 非掲載
農業振興補助事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

豊中市農業経営者協議会及び農業協同組合等との連携・協働の強化により地産地消の推進、都市農業
の啓発、緑地空間としての農地の活用を図ります。

対 象

事業者その他団体
豊中市農業経営者協議会

内 容

農業を営むものが組織活動を行うことにより農業経営の向上を期し、併せて地域農業の円滑な推進を
図ることを目的とする事業に補助するとともに事業の遂行をサポートします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和43 年度　（ 1968 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 ■ その他 （ 豊中市農業経営者協議会 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市農業振興事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 206 206 206 206 206 113

()内は人件費、公債費を含む (780) (752) (766) (773) (780) (687)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 206 206 206 206 206 113

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 574 546 560 567 574 574

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0



非投資的

001114 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興

農業振興補助事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

8,000 8,000 7,530 4,779 3,325 5,331

学校給食等へのたまねぎの出荷量
単位

横ばい

出典:担当課調べ
㎏

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

地産地消の推進に寄与しました。

令和　元年度
豊中まつり・農業祭において豊中市産野菜の販売、学校給食等副食用野菜の出荷及び市民農園の技術指導などを
実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市民農園技術指導を実施しま 豊中まつりにおいて野菜の直 農業祭において野菜の直売を 農業先進地技術交換会を実施
した。 売を実施しました。 実施しました。 しました。
ふれあい緑地フェスティバル
において野菜の直売会実施し
ました。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地産地消を推進する団体が実施する事業に対する補助を実施しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

学校給食等への豊中産の食材の提供に積極的に関わっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

事業については団体が実施していますが、補助金事務については市が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

地産地消へ協力者も少しずつではありますが増加しています。豊中まつり、農業祭等で豊中産野菜を販売するこ
とで、豊中の農業のＰＲに一役かっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

農業者の高齢化に伴い、今後も継続供給できる体制づくり、また、提供できる野菜の種類を増やす方向への検討
今後の取組み が必要です。

備 考



非投資的

001115 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興 実施計画掲載 非掲載
農業近代化施設等事業補助金 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農業施設等の導入により、能率的、効率的な農業経営をめざします。

対 象

事業者その他団体
農業者と農業者が組織する団体

内 容

野菜・花き等の栽培や出荷を行うために必要と認められる機材等の購入に対する経費を補助します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和37 年度　（ 1962 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市農業近代化施設等事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 100 0 0 0 55 73

()内は人件費、公債費を含む (182) (78) (80) (81) (137) (155)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 100 0 0 0 55 73

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 82 78 80 81 82 82

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 100 0 0 0 55 73

()内は人件費、公債費を含む (182) (78) (80) (81) (137) (155)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等



非投資的

001115 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興

農業近代化施設等事業補助金

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1 0 0 0 1 1

補助対象件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

能率的、効率的な農業施設等の導入を推進し、農業経営の近代化を図ることができます。

令和　元年度
農作業の効率を上げる機器の導入を補助しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

農作業の効率を上げる機器の
導入を補助しました。

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

事業開始年度が昭和３７年であり、５０年以上経過していることから制度の有無について検討の余地はあります
。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

補助率が経費の３５％の範囲内であり、かつ予算額も１００千円であることから効率性からみると十分な効果は
あります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

補助金交付関係事務のみ市が実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本来の意味での農業振興施策であり、意欲ある農家への補助なので成果は出ています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

事業開始から５０年以上が経過し、現状にそぐわない部分もあり検討の余地もありますが、本来の農業振興に関
今後の取組み わる補助金事業はこれのみなので現状のままで継続します。

備 考



0 0 0

一 般 財 源 25 24 23 24 24 24

()内は人件費、公債費を含む (271) (258) (263) (267) (270) (270)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

039893 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興 実施計画掲載 非掲載
農地維持共同活動支援事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

農地の多面的機能を支える共同活動を支援します。
担い手に集中する水路・農道等の管理を地域で支え、農地集積の後押しをします。

対 象

市民
市内の農業者及び農業者以外の市民により構成される活動組織

内 容

農地の法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の砂利補充等の基礎的保全活動や農村の構造変化に対応し
た体制の拡充・強化・保全管理構想の作成活動を支援します。

分 類 法定受託事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 単年度 平成27 年度　（ 2015 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 ■府 ■国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 96 97 94 96 96 96

()内は人件費、公債費を含む (342) (331) (334) (339) (342) (342)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 96 97 94 96 96 96

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 246 234 240 243 246 246

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 71 73 71 72 72 72

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0



非投資的

039893 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業振興

農地維持共同活動支援事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1 1 1 1 1 1

事業を実施する活動組織数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
団体

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

農空間には食糧生産という本来の機能だけでなく、健康・レクリエーションや教育・福祉など多面的な機能があ
るため、その空間の健全な保全につながりました。

令和　元年度
活動組織が農地の法面の草刈りや農道の整備等を実施し、その活動に対し府から交付金が交付されました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

活動組織は市へ事業計画書を 活動組織は事業実施し市へ報 市は府へ実施報告書を提出し 市から活動組織に交付金を交
作成・提出しました。 告しました。 ました。 付しました。
市は計画書の受理・承認事務
を行いました。

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

農地・農業用水路等の資源や地域環境の保全が図られます。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

農業者と地域住民による農地保全が図られます。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　○中　　　　●低

対象農地が生産緑地のみであるため市域全域に広がらない。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　○現状のまま継続　●縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

平成２７年より５年間の事業計画に基づき実施するものであるが、対象農地が生産緑地に限られ、生産緑地の制
今後の取組み 限解除申請がでることにより、対象農地が減少する。また、令和４年度に生産緑地制度の期限が切れるため、対

象農地の確保が困難になります。

備 考



74) (1,788) (1,802) (1,802)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

001112 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
農業祭 実施計画掲載 非掲載
農業祭 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 800000 農業委員会事務局 

事
業
の
概
要

目 的

市民と農業者の交流の場とし、市民の農業に対する理解と認識を深めるとともに地産地消を広くＰＲ
します。

対 象

市民

内 容

市と農業団体等が実行委員会形式で実施し、豊中市産農産物の直売や、お米の重さ当てなどを実施し
ます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和54 年度　（ 1979 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 ■ その他 （ 豊中市農業祭実行委員会 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 654 654 654 654 654 654

()内は人件費、公債費を含む (1,802) (1,746) (1,774) (1,788) (1,802) (1,802)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 654 654 654 654 654 654

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 1,148 1,092 1,120 1,134 1,148 1,148

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 654 654 654 654 654 654

()内は人件費、公債費を含む (1,802) (1,746) (1,7



非投資的

001112 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
農業祭

農業祭

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

4,000 4,000 4,000 3,500 4,500 4,500

来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

豊中産野菜のＰＲをするとともに地産地消に貢献しました。また、都市化の進んだ当市における農業の再認識の
場としての効果がありました。

令和　元年度
第４０回農業祭を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

農業祭実行委員会の開催
農業祭実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

農業祭における豊中産野菜の直売は新鮮で安心・安全な野菜を求める市民に好評で短時間に売り切れる状況です
。都市化の進んだ当市において農業をＰＲできるよい機会です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市、JA等で負担金を拠出しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市と農業団体等と実行委員会形式で実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民の豊中の農業に対する再認識の場となっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

農業祭実施に係る経費は市、JA等で負担しており、十分な成果が出ていると考えます。
今後の取組み 今後は地産地消をアピールできる催物の実施を検討していきます。

備 考



事
業
費
内
訳

需 用 費 37,565 37,092 34,429 34,875 37,673 35,965

委 託 料 27,995 25,942 26,245 25,192 25,364 26,612

補 助 金 等 18 0 16 18 15 16

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 9,913 2,312 32,291 0 3,344 0

賃 金 2,145 0 0 0 0 1,807

そ の 他 3,720 4,310 3,343 4,056 6,121 3,747

人 件 費 12,710 8,772 10,055 9,090 11,940 12,710

公 債 費 11,809 13,908 13,760 13,612 12,270 12,380

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 187 54 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 9,600 0 0 0 3,300 0

そ の 他 82 208 366 123 594 89

一 般 財 源 71,674 69,260 95,904 64,018 68,622 68,057

()内は人件費、公債費を含む (96,193) (91,940) (119,719) (86,720) (92,832) (93,147)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000885 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
共同利用施設運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
共同利用施設施設管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 001005001 共同利用施設全般（33施設・均等按分）,001005002 共同利用施設全般（清掃委託）,001005003 共同

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 302000 庄内出張所 

事
業
の
概
要

目 的

「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律」に基づき、航空機騒音に
より住民の生活が著しく阻害されている空港周辺地域で、住民が学習、保育、休養、集会の用に供す
るための共同利用施設を設置し、航空機騒音による障害の緩和を図ります。

対 象

市民

内 容

共同利用施設(33ケ所)の維持管理
（令和元年9月補正の内容）
共同利用施設に設置されているコンクリートブロック塀の撤去を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 昭和42 年度　（ 1967 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 管理運営委員会

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 81,356 69,655 96,324 64,141 72,516 68,146

()内は人件費、公債費を含む (105,875) (92,335) (120,139) (86,843) (96,726) (93,236)

細



があります。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

航空機騒音による障害の緩和、地域コミュニティの活性化を図ることができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き適切な維持管理を行うとともに、環境対策の進捗など共同利用施設をとりまく状況の変化、施設の老朽
今後の取組み 化、とりわけ管理人の高齢化など運営管理をめぐる課題をふまえ、関係部局と連携し、今後の施設のあり方や有

効活用に向けた手法等の検討を行います。

備 考

非投資的

000885 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
共同利用施設運営管理事業

共同利用施設施設管理

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

152,100 151,940 148,737 146,810 149,427 134,855

利用者数（33施設）
単位

上向き

出典:担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

航空機騒音による障害の緩和、地域コミュニティの活性化に寄与します。

令和　元年度
共同利用施設（33か所）の維持管理、共同利用施設のあり方や有効活用手法の検討、災害対応として共同利用施
設における避難所運営業務を行いました。また、共同利用施設4施設（曽根西・利倉西・曽根東・三国センター

の 実 施 内 容 ）の危険コンクリートブロック塀の撤去及びフェンス設置に向けた調整を行いましたが、地元調整・設計に時間
を要したため、補修工事請負費を令和2年度に繰越しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・維持管理業務 ・維持管理業務 ・維持管理業務 ・維持管理業務
・施設のあり方・有効活用手 ・施設のあり方・有効活用手 ・施設のあり方・有効活用手 ・施設のあり方･有効活用手
法の検討 法の検討 法の検討 法の検討
・避難所運営業務 ・避難所運営業務 ・施設課へ設計等依頼（コン

クリートブロック塀撤去・フ
エンス設置）

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

本施設の目的を勘案し、安心・安全に施設を利用してもらうための管理が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

計画的かつ合理的な修繕や設備の更新に努め、効率よく事業を進めています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

運営は地元で組織された管理運営委員会に委ね、清掃や設備の定期点検等の業務を管理人や事業者に委託してい
ます。

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

管理人の高齢化、利用促進などの課題



0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 6,624 12,538 0 0 0

一 般 財 源 32,973 16,524 9,612 12,908 29,129 24,904

()内は人件費、公債費を含む (36,253) (18,372) (11,492) (14,078) (30,709) (28,184)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪国際空港の運営管理者

制 度 の 名 称 等 大阪国際空港教育施設等騒音防止対策事業助成金

補助率・補助額等 基準面積/補助対象面積×2/3（W70以上の区域)

投資的

037654 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
共同利用施設運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
共同利用施設空気調和設備更新事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 130100 （資産管理課） 

事
業
の
概
要

目 的

共同利用施設における機能が低下した空気調和設備を更新し、利用者の快適な環境を維持します。

対 象

市民

内 容

共同利用施設における機能が大幅に低下した空気調和設備を取り替えます。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 管理運営委員会

整 備 場 所 共同利用施設

整 備 概 要
更新工事　１施設（共同利用施設上津島センター）

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 32,973 25,497 26,597 12,908 29,129 24,904

()内は人件費、公債費を含む (36,253) (27,345) (28,477) (14,078) (30,709) (28,184)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 32,973 24,168 25,107 12,908 27,941 24,699

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 1,328 1,490 0 1,188 205

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 3,280 1,848 1,880 1,170 1,580 3,280

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 2,349 4,447



投資的

037654 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
共同利用施設運営管理事業

共同利用施設空気調和設備更新事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

152,100 151,940 148,737 146,810 149,427 134,855

利用者数（33施設）
単位

上向き

出典:担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

空気調和設備の更新により、共同利用施設内の良好な環境が確保されます。

令和　元年度
1施設（共同利用施設上津島センター）の更新工事を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施設課へ更新工事依頼 更新工事（１施設） 更新工事完了（１施設）

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

共同利用施設における機能が低下した空気調和設備を更新し、利用者の快適な環境を維持することが必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

共同利用施設の空気調和設備更新計画に沿って、事業を効率よく計画的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

空気調和設備の更新により、利用者の快適な環境が確保されました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

共同利用施設の空気調和設備更新計画に沿って、事業を効率よく計画的に実施します。
今後の取組み

備 考



助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 281 112 175 171 178 192

人 件 費 10,250 7,872 7,995 9,027 6,295 10,250

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 5,504 4,305 4,887 4,749 4,723 3,822

一 般 財 源 6,755 5,548 7,679 3,915 3,797 3,566

()内は人件費、公債費を含む (17,005) (13,420) (15,674) (12,942) (10,092) (13,816)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪国際空港の運営管理者、大阪府

制 度 の 名 称 等 大阪国際空港生活保護等世帯空気調和機器稼働費助成金

補助率・補助額等 100分の85（一世帯につき上限8,500円）＋事務費（左記金額の100分の5）

非投資的

000883 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
空港周辺対策事業 実施計画掲載 非掲載
防音関連事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

航空機騒音により生ずる著しい住宅の障害を防止又は軽減していきます。

対 象

市民

内 容

大阪国際空港の運営者の助成制度を適用し、航空機騒音対策区域内の防音工事済み住宅の空気調和機
器を更新する場合、更新工事費の一部を市が補助します。
航空機騒音対策区域内の生活保護等世帯のうち、同制度で設置された空気調和機器の冷房使用時期(7
～10月)にかかる電気料金の一部を市が助成します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 ■府 □国 ■ その他 （ 大阪国際空港の運営管理者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 住宅の航空機騒音防止対策事業費補助金交付要綱

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市空気調和機器更新工事補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 12,259 9,853 12,566 8,664 8,520 7,388

()内は人件費、公債費を含む (22,509) (17,725) (20,561) (17,691) (14,815) (17,638)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 101 23 74 75 85 78

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 11,877 9,718 12,316 8,418 8,257 7,117

扶



完了・廃止

引き続き住宅等への騒音防止対策を着実に実施し、生活環境の改善を図ります。また、本助成制度の継続及び拡
今後の取組み 充等について空港運営管理者と協議・調整を行います。

備 考

非投資的

000883 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
空港周辺対策事業

防音関連事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

200 208 295 188 116 123

空気調和機器更新工事補助台数
単位

横ばい

出典:担当課調査
台

800 767 770 730 740 634

生活保護等世帯の冷房電気料金助成件数
単位

横ばい

出典:担当課調査
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

航空機騒音対策区域における生活環境を改善します。

令和　元年度
防音工事済み住宅の空気調和機器更新工事補助金、生活保護等世帯の冷房電気料金助成金の受付及び交付を行い
ました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

○防音工事済み住宅の空気調 ○防音工事済み住宅の空気調 ○防音工事済み住宅の空気調 ○防音工事済み住宅の空気調
　和機器更新工事補助金の受 　和機器更新工事補助金の受 　和機器更新工事補助金の受 　和機器更新工事補助金の交
　付 　付、交付 　付、交付 　付

○生活保護等世帯の冷房電気 ○生活保護等世帯の冷房電気
　料金助成金の受付 　料金助成金の交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

航空機騒音のために窓が開けられないことから、空気調和機器の設置・更新や稼働が必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

空気調和機器更新工事補助金及び生活保護等世帯の冷房電気料金助成金について、空港運営管理者や大阪府と連
携し、それぞれの負担割合を定めるなど、事業を効率的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

法律等に定められた助成金事務のため、市が実施しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

航空機騒音による障害の軽減に寄与しています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○



0 0 0 0

そ の 他 72 122 30 34 112 102

人 件 費 7,790 9,864 10,065 6,885 8,200 7,790

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,203 1,657 1,451 1,435 1,592 1,560

()内は人件費、公債費を含む (9,993) (11,521) (11,516) (8,320) (9,792) (9,350)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000884 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 01
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基本政策

事 業 名
空港周辺対策事業 実施計画掲載 非掲載
空港周辺対策事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

大阪国際空港周辺地域における航空機の騒音による障害が発生することを防止・軽減し、生活環境の
改善を図ります。

対 象

市民

内 容

大阪国際空港周辺都市対策協議会（10市協）等を通じ、国や大阪国際空港の設置・管理者等へ空港及
び周辺地域の環境対策･安全対策等にかかる申し入れ、協議を行い、安全運航の確保や航空機騒音の
発生源対策、周辺対策などの推進を図ります。
航空機公害対策推進市民運動団体に対する活動費補助等により、周辺対策などの推進を図ります。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 ■国 ■ その他 （ 大阪国際空港の設置・管理者 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 航空機公害対策推進市民運動団体に対する活動費補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,203 1,657 1,451 1,435 1,592 1,560

()内は人件費、公債費を含む (9,993) (11,521) (11,516) (8,320) (9,792) (9,350)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 2,131 1,536 1,420 1,401 1,479 1,458

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0



結果、低騒音機材の構成割合が増加しています。また、遅延便
対策について引き続き関係機関と協議し、年間の遅延便数が減少しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、大阪国際空港周辺対策協議会を通じて関係機関への要望を行うとともに、航空機騒音値のモニタリン
今後の取組み グ結果をふまえ、関西エアポート株式会社等と連携し、環境負荷の低減を促進するための取組みを進めます。ま

た、周辺対策を進めるため、航空機公害対策推進市民運動団体への活動費補助を行います。

備 考

非投資的

000884 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
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基本政策

事 業 名
空港周辺対策事業

空港周辺対策事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

大阪国際空港における環境・安全対策を促進します。

令和　元年度
大阪国際空港周辺都市対策協議会等による国、新関西国際空港株式会社、関西エアポート株式会社及び航空会社
に対する要望活動を行いました。また、航空機公害対策推進市民運動団体に対する活動費補助及び空港周辺環境

の 実 施 内 容 整備事業助成の関係機関との協議等を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・環境負荷の低減に向けた取 ・環境負荷の低減に向けた取 ・環境負荷の低減に向けた取 ・環境負荷の低減に向けた取
組みを関係機関と連携し促進 組みを関係機関と連携し促進 組みを関係機関と連携し促進 組みを関係機関と連携し促進

・大阪国際空港周辺都市対策 ・航空機公害対策推進市民運
協議会（国・新関西国際空港 動団体からの活動費補助金実
株式会社・関西エアポート株 績報告
式会社・航空会社に対する要
望）
・航空機公害対策推進市民運
動団体への活動費補助金交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大阪国際空港における環境・安全対策を促進するため、環境負荷の低減に向けた取り組みや周辺対策が必要です
。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

計画的に事業を進め、効率的に実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大阪国際空港における環境・安全対策を促進するため、市が主体的に実施する必要があります。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

大阪国際空港周辺都市対策協議会を通じて、国、新関西国際空港株式会社、関西エアポート株式会社、航空会社
に対し、積極的な低騒音機材の導入等を要望した



0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,360 539 782 1,448 1,675 1,678

人 件 費 12,710 38,220 30,000 30,780 30,340 12,710

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 6 0 6 35 49 74

一 般 財 源 3,595 1,457 1,722 2,511 2,729 2,420

()内は人件費、公債費を含む (16,305) (39,677) (31,722) (33,291) (33,069) (15,130)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的
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総合計画 03 - 01 - 04
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基本政策 22

事 業 名
空港を活かしたまちづくり 実施計画掲載 非掲載
空港を活かしたまちづくり推進事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

関連部局・課 210100 魅力創造課 210500 文化芸術課 211000 スポーツ振興課 212000 産業振興課 

事
業
の
概
要

目 的

本市にとって重要な社会資源である大阪国際空港を活かし、都市の活力や魅力の向上につなげるため
に、大阪国際空港と周辺地域の活性化を促進するための取組みを進めます。

対 象

市民

内 容

大阪国際空港の就航先都市との交流事業による連携強化や、空港でのイベントへの参画等、また、空
港周辺地域の活性化の取組みを関係機関等と連携し進めます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 空港で結ぶ友好都市提携に関する協定、災害時の相互応援に関する協定

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 3,601 1,457 1,728 2,546 2,778 2,494

()内は人件費、公債費を含む (16,311) (39,677) (31,728) (33,326) (33,118) (15,204)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 860 249 174 442 469 437

委 託 料 44 23 148 256 259 44

補 助 金 等 337 646 624 399 375 336

扶 助 費 0 0 0



流をはじめ、空港周辺７市で構成する「大阪国際空港周辺
地域活性化連絡会」により、効率的に事業を進めています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大阪国際空港を活かしたまちづくりとして、市が主体的に実施する必要があります。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

就航都市との交流事業により、交流・連携を進めることができました。
空港と周辺地域における活性化事業により、まちの魅力を高めることができました。
「移転補償跡地の具体的な取扱いに関する年次計画」に基づき、関係機関や庁内関係部局と連携し、公園及び防
火水槽用地の買取りを行いました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

就航都市や関西エアポート株式会社との連携を強化し、交流事業及び活性化事業の充実化に取り組みます。
今後の取組み 移転補償跡地などの活用に向けて、関西エアポート株式会社との協議を進めます。

備 考

非投資的

000890 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
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基本政策 22

事 業 名
空港を活かしたまちづくり

空港を活かしたまちづくり推進事業

所管部局・課 211500 都市活力部・空港課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

12 12 10 9 10 11

就航都市交流事業数
単位

上向き

出典:担当課調査
件

7 5 7 5 5 7

大阪国際空港周辺地域活性化連絡会取組み
単位

事業数 上向き

出典:担当課調査
件

100 56 56 58 61 61

移転補償跡地売却率
単位

上向き

出典:担当課調査
％

事 業 の 効 果

空港と周辺地域が活性化し、本市の都市としての魅力が向上しました。

令和　元年度
就航都市との相互交流事業や空港及び周辺地域の活性化事業を行うとともに、移転補償跡地の活用等について関
係機関と協議等を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・空楽フェスタへの就航都市 ・豊中まつり就航都市出店 ・農業祭への就航都市出店 ・大阪国際就航都市事務担当
出店及び参加協力 ・ｾｲｼﾞ・ｵｻﾞﾜ松本ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ ・「空の日」エアポートフェ 者会議
・松本市信州夢街道フェスタ ・須賀川市釈迦堂川花火大会 スティバルへの参加協力 ・青森県三沢市との「岡三沢
での市や路線のＰＲ での市や路線のPR ・空港写真展・コンテスト 神楽の舞」
・山形県東根市との「さくら ・隠岐の島町との野球交流 ・小学生写生大会への参加協 ・鹿児島県徳之島町との就航
んぼ種飛ばし大会」 ・空港周辺地域PR冊子の作成 力 都市料理講座
・空港写真展巡回展示 ・空港周辺こども見学ツアー ・移転補償跡地関係機関協議 ・大阪国際空港雪まつりへの
・移転補償跡地関係機関協議 ・空港写真展・コンテスト 参加協力

・空港写真展巡回展示 ・空港写真展・コンテスト

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

社会資源である大阪国際空港の潜在能力を活かし、まちの活力向上につなげる必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

大阪国際空港の運営管理者との連携や就航都市との交



134

()内は人件費、公債費を含む (106,727) (135,901) (132,450) (66,624) (65,417) (41,696)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 329 281 0 232 434 248

委 託 料 0 3,996 4,682 5,198 4,258 0

補 助 金 等 18,500 0 0 635 1,497 3,000

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 76,336 117,897 112,568 48,975 47,502 26,886

人 件 費 11,562 13,728 15,200 11,583 11,726 11,562

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 95,165 122,173 117,250 55,041 53,691 30,134

()内は人件費、公債費を含む (106,727) (135,901) (132,450) (66,624) (65,417) (41,696)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000321 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策 21

事 業 名
企業立地促進事業 実施計画掲載 非掲載
企業立地促進事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 211500 空港課 230100 環境政策課 260500 固定資産税課 400500 都市計画課 402500 開発審査課 403000 建築

事
業
の
概
要

目 的

経済の活性化及び市民生活の向上に資するため、企業の立地にかかる奨励措置を講じるとともに、地
域特性にそった土地利用の誘導施策等により住宅と事業所が共存・共生することで、事業所の安定し
た操業環境の維持・形成を図り、企業の立地を促進する。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

企業立地促進計画に基づき、準工業地域・工業地域における住工混在を防止し、事業用地として適切
な土地利用の誘導を図ります。平成31年度は産業誘導区域内での立地促進奨励金の強化、土地所有者
・建物所有者が所有する物件を事業用として活用する際の支援制度を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 複数年度 平成25 年度　（ 2013 年度 ） ～ 令和09 年度　（ 2027 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市企業立地促進計画、豊中市企業立地促進条例、豊中市産業振興ビジョン、豊中市

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 95,165 122,173 117,250 55,041 53,691 30,



、市外からの積極的な誘致に取り組むのであれば、一部を専門の事業者に委託することも考えられますが、
現在の取り組みを継続するのであれば市が直接実施することが妥当です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本事業の一番の成果は、市が市内産業・市内の事業者を積極的に応援していることが、市内の事業者に伝わって
きていることです。このことは、地域産業の活性化を進めるうえで、何よりも重要な土台作りとなっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

企業立地促進計画に基づく施策を展開していきます。
今後の取組み

備 考

非投資的

000321 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策 21

事 業 名
企業立地促進事業

企業立地促進事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

11 4 6 4 5 9

新規指定件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

30 19 21 24 22 22

奨励金交付件数
単位

上向き

出典:担当課調べ
件

72,022 113,022 107,664 44,001 42,453 22,591

奨励金交付金額
単位

横ばい

出典:担当課調べ

事 業 の 効 果

事業を継続し、新規の企業立地に伴う指定件数が増えることにより、市内産業の集積を維持・促進し、市の産業
振興、雇用の拡大に繋がりました。

令和　元年度
事業者が実施する防音壁等の環境対策に係る支援を実施しました。
重点エリア候補地の選定及び候補地の地権者へのヒアリングを行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

制度案内 制度案内 制度案内 制度案内
新規指定手続き 奨励金の交付 新規指定手続き 奨励金の交付

重点エリア候補地の地権者へ 新規指定手続き
のヒアリング 重点エリア候補地の地権者へ

のヒアリング
豊中市操業環境対策補助金交
付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

単に事業所による市内への投資を支援するという事業にとどまらず、市として事業者による産業活動を応援する
姿勢を示した事業となっており、地域産業の活性化を進めるにあたって重要な役割を果たしている事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

積極的に市外からの企業立地を進めるとすれば、市外企業に向けて積極的に営業活動をおこなっていく必要があ
りますが、市内事業者への支援を中心に取り組んでおり、事業を効率的に進めることができています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市内への新たな事業所の立地に対して、市が直接支援する事業です。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

今後



,620 1,640 1,804

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 753 787 906 896 923 695

()内は人件費、公債費を含む (2,557) (2,737) (2,266) (2,516) (2,563) (2,499)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000327 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
情報調査提供事業 実施計画掲載 非掲載
情報調査提供事業(産業関連) 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

行政施策等といった産業関連情報や中小企業の取り組み事例を紹介することにより、市内中小企業の
支援制度の活用や経営改善への取組みとともに、市内事業所の紹介を通じて取引等のきっかけづくり
を促し、地域経済活性化をめざします。

対 象

事業者その他団体
事業者、関係機関

内 容

国・府・市等が展開する行政施策や他の取組み等について、経営レポート、メールマガジンなどによ
り、市内事業者等に対して情報提供します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和54 年度　（ 1979 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 753 787 906 896 923 695

()内は人件費、公債費を含む (2,557) (2,737) (2,266) (2,516) (2,563) (2,499)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 236 436 415 415 412 222

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 517 351 492 481 511 473

人 件 費 1,804 1,950 1,360 1



評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

経営レポートの発行、ＦＡＸ通信及びメルマガを継続して実施するとともに、発信チャンネルを増やすことがで
今後の取組み きれば、より多くの支援情報を事業者に伝えることが可能となり、市内産業の活性化がより図られることが期待

できることから、より効果的な情報発信の手法の検討を進めます。

備 考

非投資的

000327 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
情報調査提供事業

情報調査提供事業(産業関連)

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

5,000 5,904 7,554 7,368 7,018 3,506

経営レポート延べ発送先数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

4,450 5,064 6,330 5,083 6,099 6,119

FAX通信・メルマガ延べ発送先数
単位

上向き

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

国・府・市の行政施策などを紹介することで、施策を効果的に実施することができました。

令和　元年度
より効果的な情報提供の手法・チャンネルについて検討し、とよなか起業・チャレンジセンターと連携しながら
、経営レポート、メールマガジンを発行しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施 実施 実施 実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地域産業活性化の担い手である市内の事業者に対して、市の施策などを伝える事業となっています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

郵送による経営レポートの送付と、ＦＡＸ通信及びメルマガを基本に情報提供をしていますが、発信チャンネル
を増やすことができれば、より効果的に事業者に情報を伝えることが可能になります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

経営レポートの編集・印刷・製本は印刷事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

経営レポートの編集・印刷・製本作業は市職員でも可能ですが、直接人件費によるコスト等を考えると現在の方
式が妥当と考えられます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

事業者に直接支援施策を伝える事業となっており、その面においては成果は出ています。ただし、より多くの支
援情報を提供することができれば、より効果が上がることが考えられます。

総 合



0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 3,608 780 800 1,215 1,230 3,608

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 86 96 97 86 97 89

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 5,914 5,104 5,403 5,414 5,403 5,393

()内は人件費、公債費を含む (9,522) (5,884) (6,203) (6,629) (6,633) (9,001)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等 大阪府

制 度 の 名 称 等 大阪版地方分権推進制度実施要綱

補助率・補助額等

非投資的

000310 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業 実施計画掲載 非掲載
豊中商工会議所関係業務 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対し補助金を交付することで、各事業所個別の経営力強
化を促進することで市内商工業の発展を図ります。また、その事業の適正かつ円滑な実施に資するた
め、商工会議所法に係る定款変更の届出受付等の事務を行います。

対 象

事業者その他団体
商工会議所

内 容

商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対する補助金の交付等を実施します。また、商工会議所
法に係る定款変更の届出受付等の事務を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 年度　（ 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 商工会議所法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中商工会議所事業補助金交付要綱、豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,000 5,200 5,500 5,500 5,500 5,482

()内は人件費、公債費を含む (9,608) (5,980) (6,300) (6,715) (6,730) (9,090)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 1,000 0 500 500 500 482

補 助 金 等 5,000 5,200 5,000 5,000 5,000 5,000

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金



の方向で検討　○完了・廃止

商工会議所の中小企業相談所事業は、会員外の相談件数が増加していることと会議所会員企業が市内事業所数の
今後の取組み １５％という状況から、事業所の経営状況にふさわしい支援策が必要です。

備 考

非投資的

000310 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業

豊中商工会議所関係業務

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

補助金額
単位

横ばい

出典:担当課調べ
千円

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

商工会議所が実施する相談事業に対し、補助することなどを通じて、市内商工業の発展が図られました。また、
商工会議所法に係る商工会議所の報告の受理等を行うことで、その事業の適正かつ円滑な実施につながりました
。

令和　元年度
商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対し補助金を交付しました。また、商工会議所法に係る定款変更の
届出受付等や調査事業を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施 実施 実施 実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

商工会議所に対して、どのような支援が市の産業振興につながるのか、密な連携を図りながら実施しています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

商工会議所に対して、どのような支援が市の産業振興につながるのか、密な連携を図りながら実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

商工会議所法に基づく届出受付事務等を市が実施するとともに、商工会議所が実施する中小企業相談所事業に対
し事業補助を行っています。また、共同事業を実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

補助事業の対象について、どのような支援が市の産業振興につながるのか、密な連携を図りながら実施していま
す。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

中小企業相談所事業に対する補助や共同事業を実施した結果、中小企業者に対するきめ細やかな支援につながり
ました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止



10) (522)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

025908 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業 実施計画掲載 非掲載
産業政策アドバイザー 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市の行う産業振興政策のあり方、市の役割を総合的に検討し、施策の方向性を見出すことを目的とし
ます。

対 象

内部

内 容

民間企業の活性化を促すための環境整備や支援活動を展開するため、本市の状況にあった産業振興振
興策の方向性等について専門家からアドバイスを受けます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 平成15 年度　（ 2003 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市産業政策アドバイザー設置要綱、豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 60 69 29 0 0 30

()内は人件費、公債費を含む (552) (459) (429) (405) (410) (522)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 60 69 29 0 0 30

人 件 費 492 390 400 405 410 492

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 60 69 29 0 0 30

()内は人件費、公債費を含む (552) (459) (429) (405) (4



考

非投資的

025908 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業

産業政策アドバイザー

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

2 4 2 0 0 0

専門家招聘回数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
回

3 3 1 1 0 0

改正・拡充・新設・廃止された施策数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
個

単位

出典:

事 業 の 効 果

時代や社会状況に適合した施策の実施につながりました。

令和　元年度
産業振興策の方向性について検討する産業振興審議会との役割分担により、令和元年度については、チャレンジ
事業補助金施策の申込事業内容の検討・確認のため執行しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施 実施 実施 実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

地域産業の活性化のためには、常に施策を見直していく必要があるため、重要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

本事業そのものも効率的に実施していますが、時代に合った施策を提供することにより、産業振興に関する事業
全般の効率性向上を見込むことのできる事業です。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

専門的な知識を有している、あるいは他市の産業振興施策の動向に詳しいなどの専門家からアドバイスを受けて
います。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市職員が自ら調査研究し、また他市町村の施策を調べるコストを考えると、アドバイザーからアドバイスを受け
ることが妥当だと考えられます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本制度の実績は多くありませんが、随時施策の検討・見直しはできているため、一定の成果は出ています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、今後の施策の実施や定期的な見直しの際に、本制度を活用していきます。
今後の取組み

備



用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 11,184 4,775 3,548 4,251 5,925 7,610

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 7 0 0 0 0 3

人 件 費 5,248 5,460 6,000 6,318 6,314 5,248

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 11,191 4,775 3,548 4,251 5,925 7,613

()内は人件費、公債費を含む (16,439) (10,235) (9,548) (10,569) (12,239) (12,861)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

037660 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業 実施計画掲載 非掲載
産業振興補助金事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内中小企業者借入に係る負担の軽減、商店街の整備等の事業及び市内商業団体自らを発展向上させ
るための事業、人材育成への支援を通じ、市内産業の振興を図ります。

対 象

事業者その他団体
・市内に事業所を有する中小企業者
・商業団体
・構成員の3分の2以上が事業所の拠点を市内に有する中小企業者で組織される団体

内 容

市内事業者の借入に係る信用保証料や利子の助成、商業団体に対する調査・研究・研修等の事業補助
、及び街路灯、防犯カメラなど公共性の高い施設の設置補助、市内中小企業者で組織される団体が人
材育成を図るために行う各種研修の補助を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和36 年度　（ 1961 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 商店街振興組合法、中小小売商業振興法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業人材育成支援補助金交付要綱、「大阪府小規模資金」信用保証料助成制

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 11,191 4,775 3,548 4,251 5,925 7,613

()内は人件費、公債費を含む (16,439) (10,235) (9,548) (10,569) (12,239) (12,861)

細
事
業
費
内
訳

需



拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も市内中小企業者への資金繰り支援や商業団体による事業支援等のため、補助を継続実施します。
今後の取組み

備 考

非投資的

037660 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業

産業振興補助金事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

180 136 178 289 388 485

金融関係助成件数
単位

上向き

出典:担当課調べ
件

8 4 8 6 4 5

商業団体実施事業数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業

100 132 132 104 30 50

人材育成支援補助事業の研修参加者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

事 業 の 効 果

中小企業者の資金繰りの負担を軽減することができたとともに、商業団体等への支援を通じ、まちのにぎわいづ
くり、地域経済の活性化、安心・安全なまちづくりや、中小企業者の人材育成につながりました。

令和　元年度
市内中小企業者の資金繰りの負担軽減や、商店街の整備等の事業及び市内商業団体自らを発展向上させるための
事業、研修への支援を行うための補助を実施しました。また、利子補給制度の対象融資を拡充しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施 実施 実施 実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業者への資金繰り支援や、新たな事業や取り組みを進めている団体への支援等を通じた市内産業の振
興のため、補助をする必要があります。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

補助制度を活用することで、市内中小企業者への資金繰り支援や商業団体による事業支援等が進み、市内産業の
振興につながっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

事業費等の一部を補助しています。

実
施
方
法

○妥当　　　●要改善

補助の要件や費目など、社会状況の変化に伴い、随時見直しが必要です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

補助制度を活用することで、市内中小企業者への資金繰り支援や商業団体による事業支援等が進み、市内産業の
振興につながっています。

総 合 評 価

○



内は人件費、公債費を含む (5,910) (6,072) (5,737) (5,342) (5,431) (5,806)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

037662 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業 実施計画掲載 非掲載
金融支援事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内中小企業の資金繰りを支援します。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

市内中小事業者の金融相談窓口を設置し、助言等を行うとともに、特定中小企業者等の認定を行いま
す。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和33 年度　（ 1958 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 中小企業信用保険法、特定中小企業者認定要領

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,302 2,016 2,057 2,102 2,151 2,198

()内は人件費、公債費を含む (5,910) (6,072) (5,737) (5,342) (5,431) (5,806)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 1 0 0 0 5 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,301 2,016 2,057 2,102 2,147 2,198

人 件 費 3,608 4,056 3,680 3,240 3,280 3,608

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,302 2,016 2,057 2,102 2,151 2,198

()



方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き専門職員を配置し、月に2回日本政策金融公庫の相談窓口を設置するとともに、「とよなか創業ナビ」
今後の取組み のネットワークを活用・充実することで、市内中小企業者の資金繰りに関する相談体制の充実を図ります。また

、セーフティネット保証制度等の国や府の融資制度が利用できるよう特定中小企業者等の認定を行います。

備 考

非投資的

037662 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
産業振興事業

金融支援事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

120 73 68 31 15 25

相談件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

400 100 107 79 113 218

認定件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

公的融資制度（日本政策金融公庫・大阪府制度融資）を活用しやすくなるよう相談体制を整えることで、市内中
小企業者の資金繰りを支援しました。また、認定書を発行することで市内の中小企業者が特定中小企業者等に係
る融資を利用できるようになりました。

令和　元年度
市内中小事業者の金融相談窓口を設置し、助言等を行うとともに、特定中小企業者等の認定を行いました。また
、金融機関から損失補償回収状況の報告を受けました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施 実施 実施 実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

融資相談窓口の設置や特定中小企業者の認定は、市内中小企業者の円滑な資金繰りのために必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

専門職員を配置し、公的な融資の相談窓口を設置しています。また、関係機関とのネットワークによる「とよな
か創業ナビ」を実施し、より効果的な相談体制を構築しました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

今後も日本政策金融公庫や豊中商工会議所、地域金融機関などの関係機関と協力し、市内中小企業者の資金繰り
支援体制の充実を図ります。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

融資相談や、特定中小企業者等の認定による市内中小企業者の資金繰り支援に一定の効果を果たすとともに、「
とよなか創業ナビ」の実施により、支援体制を充実しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の



0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 69 189 162 66 51 110

一 般 財 源 6,578 3,667 3,803 5,101 5,107 6,012

()内は人件費、公債費を含む (12,892) (8,737) (9,003) (12,877) (12,979) (12,326)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028306 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
市民向けPR事業 実施計画掲載 非掲載
とよなか産業フェア 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民に市内事業者等を紹介することで、豊中市の産業・事業者のポテンシャルや市内企業の事業活動
に対する理解を深めていただきます。 

対 象

事業者その他団体
事業者、市民、豊中の産業に関心のある者

内 容

市内事業者等による製品の展示・仕事体験・商品の販売等を通じて、豊中の産業と事業者を広く市民
に知ってもらう取組みを実施します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,647 3,856 3,965 5,167 5,158 6,122

()内は人件費、公債費を含む (12,961) (8,926) (9,165) (12,943) (13,030) (12,436)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 10 0 16 8 39 5

委 託 料 5,390 3,787 3,902 4,588 4,513 5,811

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,247 69 47 571 606 305

人 件 費 6,314 5,070 5,200 7,776 7,872 6,314

公 債 費 0



レットを作成し、広く豊中の産業の周知
を図りました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民に豊中の産業について広く知ってもらうため、今後も継続して取り組んでいきます。
今後の取組み

備 考

非投資的

028306 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
市民向けPR事業

とよなか産業フェア

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

40 34 34 39 34 39

参加事業所（団体）数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業所

5,000 5,000 5,000 5,000 1,500 11,500

来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

当該事業実施により、豊中の産業・事業所を周知することで、産業振興の機運を高めることができました。参加
事業所においては、自社をPRする機会や、交流会等を通じて、ビジネスマッチングの機会を得ることができまし
た。

令和　元年度
今年度は販売部門（千里中央）とお仕事体験（文芸センター）の二部構成とし、豊中市の産業のあらまし、市内
事業者等による商品の販売、様々な事業者の仕事の体験の実施等を通じて、豊中の産業と事業者を広く市民に知

の 実 施 内 容 ってもらう取組みを実施しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

出展者募集 出展者確定 実施 次回開催に向け準備

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民に豊中の産業や技術・商品・サービス等について知ってもらう重要な機会となっており、その必要性は高い
です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

広報やイベントの設営などを委託しており、効率的に事業を実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

広報やイベントの設営などを専門の事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

効率よく事業を運営できており、実施方法は妥当です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民に豊中の産業を知ってもらう機会となっており、体験コーナーを充実させたことなどにより、多くの来場者
がありました。また、実施報告を兼ねた、出展事業者を紹介するパンフ



2

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,100 1,110 972 999 994 1,018

()内は人件費、公債費を含む (6,512) (5,010) (4,172) (4,644) (4,684) (6,430)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028313 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民向けPR事業 実施計画掲載 非掲載
暮らし応援キャンペーン事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民に豊中のサービス業・小売業等の事業者による、生活者の暮らしを応援する取り組みを広くPRす
ることにより、市民による市内での消費拡大と地域経済の活性化をめざします。

対 象

その他
商業団体、小売飲食・サービス業

内 容

事業活動を通じて、市民の暮らしを支えている市内のサービス業・小売業を中心とした事業者の活動
をPRしていくことで、市民に市内での消費拡大を促し、地域経済の活性化につなげていきます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,100 1,110 972 999 994 1,018

()内は人件費、公債費を含む (6,512) (5,010) (4,172) (4,644) (4,684) (6,430)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 1,100 1,110 972 999 994 1,018

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 5,412 3,900 3,200 3,645 3,690 5,41



非投資的

028313 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民向けPR事業

暮らし応援キャンペーン事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

11 14 11 15 20 19

参加商業団体数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
団体

100 155 54 27 589 494

参加個店数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
店

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内商業団体が連携してキャンペーンを実施したことにより、市内の消費拡大と地域経済の活性化につながりま
した。

令和　元年度
市内商業団体が連携してキャンペーンを実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

キャンペーン実施準備 キャンペーン実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民に豊中のサービス業・小売業の事業者による生活者の暮らしを応援する取り組みを広くＰＲすることで、市
民による市内での消費拡大と地域経済の活性化をめざしています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業を市内商業団体に委託することにより、効率性の高い事業となっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

キャンペーンの実施を市内商業団体に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市内商業団体に委託することで、効率的・効果的に実施できたことに加え、市内商業団体間の連携につなぐこと
ができました。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市内商業団体に委託することで、効率的・効果的に実施できたことに加え、市内商業団体間の連携につなぐこと
ができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市内商業団体間の連携による取り組みの機運が高まっていることから、今後も継続して事業を実施します。
今後の取組み

備 考



0 0 0 0 0 0

そ の 他 61 0 0 0 0 3

人 件 費 5,330 6,240 6,400 6,642 6,724 5,330

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 10,061 6,460 5,584 8,952 3,812 3,183

()内は人件費、公債費を含む (15,391) (12,700) (11,984) (15,594) (10,536) (8,513)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028364 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業 実施計画掲載 非掲載
中小企業チャレンジ事業補助関係 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内中小企業者等が新たに取り組む事業で、市内事業者のビジネス拡大や市内での消費拡大が期待さ
れるものに対し、市から補助金を交付することより、事業所の経営力強化を図ります。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

新商品や新技術開発、新規店舗展開、新たな販路開拓事業などの新規事業（ビジネス）に取り組む市
内中小企業者等に対して、審査により補助対象事業を決定し、補助金を交付します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン、豊中市中小企業チャ

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 10,061 6,460 5,584 8,952 3,812 3,183

()内は人件費、公債費を含む (15,391) (12,700) (11,984) (15,594) (10,536) (8,513)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 500 500 500 500 0

補 助 金 等 10,000 5,960 5,084 8,452 3,312 3,180

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金



○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

平成29年度に改正したチャレンジ促進プランに基づき、一部制度設計を変更しました。
今後の取組み

備 考

非投資的

028364 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業

中小企業チャレンジ事業補助関係

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

12 6 8 10 11 7

補助金申込件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

6 5 5 6 4 2

補助金交付対象件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内事業者のビジネスチャンスや市内での消費を拡大しました。

令和　元年度
新規事業（ビジネス）に取り組む市内の中小企業者等や中小企業者等で構成される連携体を対象に、申込者（連
携体）にとって新たな取組み（チャレンジ）に対して、審査により補助対象事業を決定し、事業費の半額を上限

の 実 施 内 容 に補助金を交付しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

事業周知 事業進捗確認 事業進捗確認 交付手続き
募集申込受付
交付決定

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

資金面から、市内中小企業による新たなチャレンジを促進するために、必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

採択事業の進捗確認と実績報告の取り纏めについて、外部委託したことから、効率性を向上させました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

採択事業の進捗確認た実績報告の取り纏めなど、一部を外部に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

現在の方式が妥当と考えますが、申込に向けた事業計画の策定への支援を外部委託することも考えられます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

豊中市中小企業チャレンジ促進プランでは、環境の変化に対応できる、自立した企業が育つことを応援すること
を掲げており、本補助金は市内中小企業にチャレンジを促し、プランの趣旨に沿った支援を展開する事業となっ
ています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　



) (17,735)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 100 0 0 0 162 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 15,112 12,408 13,532 13,621 13,829 14,120

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 1,425 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 9 7 7 7 7 8

人 件 費 3,608 3,432 5,200 5,994 6,150 3,608

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 16,646 12,415 13,539 13,628 13,998 14,127

()内は人件費、公債費を含む (20,254) (15,847) (18,739) (19,622) (20,148) (17,735)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028365 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業 実施計画掲載 非掲載
とよなか起業・チャレンジセンター 区 分 継続

施 設 コ ー ド 151001001 とよなか起業・チャレンジセンター

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

センターの施設管理・運営や会員起業家の支援を中心としながら事業者からの相談に対応し、「中小
企業チャレンジ支援事業」と連携しながら市内の事業者の支援をはかっていきます。

対 象

事業者その他団体
事業者、これから起業を考えている方

内 容

会員起業家を支援するとともに、地域の中小企業者等を支援する拠点である、とよなか起業・チャレ
ンジセンターを運営し、創業支援、セミナー開催、相談対応等を実施します。
（令和元年9月補正の内容）
とよなか起業・チャレンジセンターに設置されているコンクリートブロック塀の撤去を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中商工会議所

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 16,646 12,415 13,539 13,628 13,998 14,127

()内は人件費、公債費を含む (20,254) (15,847) (18,739) (19,622) (20,148



検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市内中小企業支援において、重要な拠点となっており、今後も事業を継続します。
今後の取組み

備 考

非投資的

028365 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業

とよなか起業・チャレンジセンター

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

25 15 12 8 8 12

センターを拠点（舞台）に展開された新た
単位

なビジネス 上向き

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内中小企業への支援を通じ、市内の産業振興・経済活性化が図られました。

令和　元年度
とよなか起業・チャレンジセンターの施設管理や会員企業の支援を中心に、中小企業チャレンジ支援事業と連携
しながら市内企業への支援を実施しました。また、事前調整等に期間を要したため、補修工事請負費を令和2年

の 実 施 内 容 度に繰越しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

事業実施 事業実施 事業実施 事業実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業者を支援する拠点として、必要なセンター（施設）となっています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中商工会議所とともに構成するとよなか起業・チャレンジセンター運営協議会を通じて事業委託しており、効
率的に事業を実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

とよなか起業・チャレンジセンター運営協議会へ負担金を支払い、協議会の事業として実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市内中小企業を支援するために、豊中商工会議所との連携が重要であることから、協働して事業を実施していま
す。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

会員企業や卒業した企業の中には、事業を拡大している企業もおり、順調に事業が進んでいます。また、中小企
業向けセミナーや交流会を実施し、企業間の交流・情報交換の場としても重要な役割を果たしています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で



0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 671 575 1,368 500 500 425

()内は人件費、公債費を含む (2,885) (3,305) (4,168) (4,550) (4,600) (2,639)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028366 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業 実施計画掲載 非掲載
産業フェア（ビジネスマッチング関連） 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

事業所同士の連携、取引の拡大等、市内外の企業間交流を促進し、ビジネスチャンスの創出を図りま
す。さらに、豊中の産業と恵まれた立地環境を広くＰＲすることで、企業立地の促進を図ります。

対 象

事業者その他団体

内 容

市内事業所の展示会出展を支援することにより、ビジネスチャンスの創出を図るとともに、市が展示
会に出展することで、豊中の産業・事業所と産業支援機能のＰＲを図ります。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成23 年度　（ 2011 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 671 575 1,368 500 500 425

()内は人件費、公債費を含む (2,885) (3,305) (4,168) (4,550) (4,600) (2,639)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 967 0 0 0

補 助 金 等 670 575 400 500 500 425

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1 0 1 0 0 0

人 件 費 2,214 2,730 2,800 4,050 4,100 2,214

公 債 費 0 0 0



企業のビジネスチャンスの創出のため、産産学ビジネスマッチングフェアのみならず、他の展示会への
今後の取組み 出展支援等も視野に入れながら、今後も継続して実施します。

備 考

非投資的

028366 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業

産業フェア（ビジネスマッチング関連）

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

21 19 12 16 16 13

参加事業所数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業所

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

事業所同士の連携、取引の拡大等、市内外の企業間交流を促進し、ビジネスチャンスの創出が図られました。さ
らに、豊中の産業と恵まれた立地環境を広くＰＲすることで、企業立地の促進が図られました。

令和　元年度
11月に開催された産産学ビジネスマッチングフェアについて、出展する市内事業所に出展料を補助するとともに
、市のブースを出展しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

出展準備 出展準備 出展 次年度に向け準備

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業がビジネスチャンス拡大の場に出展することを促すとともに、地域の企業等に対して豊中市の産業
について知ってもらう機会を設けることができています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

主催者との協定を結び、事務手続きなどの役割分担を行うことで効率的に実施できています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

主催者との協定に従い、出展料の一部を補助しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

主催者との役割分担からも、現在の実施方法が妥当だと考えられます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

実際に出展した企業にとって、自社の事業を広く知ってもらうという面で成果があったと考えられます。また、
豊中市の産業についてPRすることで、市内外の企業等に知ってもらうことができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市内中小



) (17,577)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 5 5 6 0

委 託 料 10,900 12,042 10,800 10,873 15,435 10,755

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 961 240 423 465 422 180

人 件 費 6,642 6,240 8,720 13,689 13,858 6,642

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 1 0 0

一 般 財 源 11,861 12,282 11,227 11,343 15,863 10,935

()内は人件費、公債費を含む (18,503) (18,522) (19,947) (25,032) (29,721) (17,577)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

032012 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業 実施計画掲載 非掲載
中小企業チャレンジ支援事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内事業者の経営状況等を把握し、その抱えている課題に対するセミナーや経営力強化の取り組みを
提供するとともに、事業者同士が交流・連携する場の提供等を通じて、市内事業者等による自主的・
自立的な事業活動が展開される環境の整備を図ります。

対 象

事業者その他団体
事業者

内 容

事業所訪問等を通じて、経営課題を把握するとともに、関係機関との連携による課題解決のセミナー
の開催や事業者間の交流・連携の場を提供します。
平成29年度に改定した中小企業チャレンジ促進プランにもとづき、産業支援機関と事業所や、事業所
間の連携コーディネートなどの事業を進めていきます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中商工会議所、日本政策金融公庫

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市中小企業チャレンジ促進プラン、豊中市産業振興ビジョン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 11,861 12,282 11,227 11,344 15,863 10,935

()内は人件費、公債費を含む (18,503) (18,522) (19,947) (25,033) (29,721



ます。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

社会経済状況など、中小企業を取り巻く環境が大きく変化していることから、常に最新の状況を把握しながら、
今後の取組み 適切な施策を提供していくためにも、本事業を継続して実施していくことが重要です。

備 考

非投資的

032012 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策 19,02

事 業 名
中小企業チャレンジ事業

中小企業チャレンジ支援事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

50 56 41 88 59 56

新たな事業展開などのチャレンジに踏み出
単位

す事業所 上向き

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

チャレンジに踏み出す事業者を増やし、市内の産業振興・経済活性化が図られました。

令和　元年度
市内事業所の訪問や、経営セミナー、アドバイザー派遣等を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

事業所訪問、セミナー等実施 事業所訪問、セミナー等実施 事業所訪問、セミナー等実施 事業所訪問、セミナー等実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内中小企業の実態を把握するとともに、新たな経営に関する知識の提供や、市内事業所同士が交流できる場の
提供、事業所間の連携をコーディネートすることは、市内の産業振興・経済活性化のために必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

セミナーの企画・運営、事業所訪問などを外部委託することにより、効率的に事業を運営できています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

セミナーの企画・運営や事業所訪問の際の同行等を、外部の事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市も積極的にかかわりながら、一部を外部に委託することで効率的に事業が運営できており、とよなか・起業チ
ャレンジセンター事業とも連携しながら実施できていることから、妥当だと考えています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

本事業によって新た情報を行き来する関係を培った市内中小企業の中から、新たなチャレンジに踏み出す企業が
出てきており、本市の産業振興の中核を成す事業の一つとして非常に重要な事業となってい



9) (13,321) (8,648) (8,935) (8,932)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 162 104 155 156 5 154

委 託 料 1,000 4,320 946 248 464 495

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,465 2,355 2,300 2,250 2,397 2,378

人 件 費 5,904 9,360 9,920 5,994 6,068 5,904

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 1,959 3,397 1,256 1,233 1,095 1,091

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,668 3,382 2,145 1,421 1,772 1,937

()内は人件費、公債費を含む (7,572) (12,742) (12,065) (7,415) (7,840) (7,841)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028288 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
大規模小売店舗立地法関係事業 実施計画掲載 非掲載
大規模小売店舗立地法関係事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 230100 環境政策課 233500 事業ごみ指導課 400500 都市計画課 402500 開発審査課 403000 建築審査課 404000

事
業
の
概
要

目 的

地域住民の意見を反映しつつ、大規模小売店舗立地法に基づき、豊中市の意見を設置者へ伝えること
により、大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持を図ります。

対 象

事業者その他団体
大店設置者

内 容

大規模小売店舗立地法に基づく、大規模小売店舗の新設及び届出事項の変更の届出に係る公告、縦覧
等の手続き並びに周辺生活環境の保持の観点からの意見に関する事務を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 大規模小売店舗立地法、大規模小売店舗立地法施行令、大規模小売店舗立地法施行規則

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 大阪府商工行政事務に係る事務処理の特例に関する条例

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市大規模小売店舗立地審議会規則、豊中市大規模小売店舗立地法手続要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 3,627 6,779 3,401 2,654 2,867 3,028

()内は人件費、公債費を含む (9,531) (16,13



ます。

備 考

非投資的

028288 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 03 - 01 - 05

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
大規模小売店舗立地法関係事業

大規模小売店舗立地法関係事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

9 8 10 8 7 6

大店立地法対象案件出現件数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市が大規模小売店への来客、物流による交通・環境問題等の周辺生活環境への影響について適切な対応を図るこ
とが必要との観点から、地域住民の意見を反映しつつ、大規模小売店と周辺の生活環境との調和を図っていきま
す。

令和　元年度
設置者からの新設や変更などの届出について、市の意見形成を行い、設置者に意見を伝えました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

届出受理 届出受理 届出受理 届出受理
意見通知 意見通知 意見通知 意見通知

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

大規模小売店舗立地法に基づく業務です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

今後、豊中市の特性に応じた業務のあり方に見直すことは可能です。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

平成24年度より大規模小売店舗立地法に基づく届出事務を大阪版権限移譲により大阪府より引き継いでいます。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大規模小売店舗立地審議会で審議の上、市の意見形成を行い、設置者に伝えていきます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

大規模小売店舗への来客、物流による交通・環境問題等の周辺生活環境への影響について適切な対応を図ること
ができています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も届出書が法に定める指針等に基づいた適切な内容となっているか技術的な視点から確認を行うため、一部
今後の取組み 業務の委託などを行いながら本業務を遂行し



7 22 17

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 5 4 4 4 4 4

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 2,145 0 0 0 0 1,932

そ の 他 190 200 110 156 125 143

人 件 費 3,280 3,708 3,655 4,959 4,874 3,280

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,358 229 136 178 151 2,096

()内は人件費、公債費を含む (5,638) (3,937) (3,791) (5,137) (5,025) (5,376)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

028261 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 01

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
企業人権啓発事業 実施計画掲載 非掲載
企業人権啓発事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

関連部局・課 160100 人権政策課 

事
業
の
概
要

目 的

豊中企業人権啓発推進員協議会の設立以来、その事務局を担っており、公正採用選考の確立を図ると
ともに事業内従業員に対する人権研修の計画・実施を推進するために協議会や人権啓発推進員の活動
を積極的に支援します。

対 象

事業者その他団体
会員企業

内 容

豊中企業人権啓発推進員協議会の事務局として、組織の活性化、会員相互の情報共有、課題認識を図
るため、総会や役員会、研修会、フィールドワーク、人権文化まちづくり協会との交流会など、協議
会の事業に積極的に関わるとともに、未加入企業に対する加入勧奨や各種人権研修、研修情報の提供
等をします。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 大阪労働局公正採用選考人権啓発推進員設置要綱

■ 大阪府条例・規則・要綱、計画等 大阪府公正採用選考人権啓発推進員設置要綱

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 同和行政推進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,358 229 136 178 151 2,096

()内は人件費、公債費を含む (5,638) (3,937) (3,791) (5,137) (5,025) (5,376)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 18 25 21 1



完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、市が事務局を担いながら、組織の活性化、会員相互の交流を図るため、総会や役員会、フィールドワ
今後の取組み ーク、人権文化まちづくり協会との交流会など、協議会の事業に積極的に関わるとともに、未加入企業に対する

加入勧奨や各種人権研修等の情報提供を行っていきます。

備 考

非投資的

028261 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 01

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
企業人権啓発事業

企業人権啓発事業

所管部局・課 212000 都市活力部・産業振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

141 151 143 140 137 134

会員数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
事業所

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

同和問題を始めとする人権問題についての正しい理解と認識を深める人権啓発推進員の活動や、就職の機会均等
を通じて、人権尊重社会の実現を図りました。

令和　元年度
事務局として、組織の活性化、会員相互の情報共有と課題認識を図るため、総会や役員会、研修会、フィールド
ワーク、人権文化まちづくり協会との交流会など、事業に積極的に関わるとともに、未加入企業に対する加入勧

の 実 施 内 容 奨や各種人権研修等の情報提供を実施しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実施（総会・役員会・研修会 実施（関係機関会議・研修会 実施（フィールドワーク、交 実施（加入勧奨、役員会等）
、駅頭啓発等） 等） 流会、駅頭啓発等）

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市内企業における同和問題をはじめとする様々な人権課題解決とともに、研修と啓発の充実及び公正な就職機会
均等を図ることを目的に設置された豊中企業人権啓発推進員協議会の事務局を担っています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

市が事務局を担っていることにより、協議会会員に円滑かつ均等に情報提供や事業の実施を行うことができます
。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市が事務局運営を行っています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

協議会会員への情報提供や研修事業等を実施します。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

協議会会員間で啓発事業やセミナーの参加、社内研修の実施に努めています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○



168

()内は人件費、公債費を含む (6,144) (5,360) (4,747) (3,724) (3,794) (6,088)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041500 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
姉妹都市交流 実施計画掲載 非掲載
サンマテオ市姉妹都市交流 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

豊中・サンマテオ両市の姉妹都市交流を推進し、友好を深めます。

対 象

市民

内 容

姉妹都市である米国サンマテオ市との友好を促進するため、交流事業などの連絡調整を行うとともに
、民間の交流をすすめるため、豊中・サンマテオ姉妹都市協会の活動を支援します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 単年度 昭和39 年度　（ 1964 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中・サンマテオ姉妹都市協会

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,224 680 747 1,294 514 1,168

()内は人件費、公債費を含む (6,144) (5,360) (4,747) (3,724) (3,794) (6,088)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 30 0 76 6 14 39

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 1,129 680 500 1,288 500 1,129

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 65 0 172 0 0 0

人 件 費 4,920 4,680 4,000 2,430 3,280 4,920

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,224 680 747 1,294 514 1,



非投資的

041500 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
姉妹都市交流

サンマテオ市姉妹都市交流

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

100 108 99 97 76 72

協会会員数
単位

下向き

出典:担当課調査
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

交流活動などを通して、相互理解や友好関係を育むことができました。

令和　元年度
豊中・サンマテオ姉妹都市協会の活動(高校生英語弁論大会の開催、親善使節の派遣・受入れ、少年野球チーム
の受入れ)を支援しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

豊中・サンマテオ姉妹都市協 豊中・サンマテオ姉妹都市協 豊中・サンマテオ姉妹都市協 豊中・サンマテオ姉妹都市協
会事務局支援業務 会事務局支援業務 会事務局支援業務 会事務局支援業務
補助金交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の交流を進めていくうえで必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の交流であり、豊中･サンマテオ姉妹都市協会と連携して交流を進めています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民交流を通じて、両市の相互理解と信頼関係が築かれています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

現状の相互理解と信頼関係の継続に努めます。
今後の取組み

備 考



の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 302 2,522 1,152 2,424 230 291

()内は人件費、公債費を含む (1,352) (3,602) (2,902) (4,224) (1,980) (1,341)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000081 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
伝統芸能館運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
伝統芸能館施設運営 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

伝統芸能の普及及び継承の推進に向けた拠点施設として、施設の提供を通じて発表や鑑賞などの機会
を提供します。また、グループ活動の支援を行います。

対 象

市民

内 容

施設の貸館業務を行います。また、グループの運営・企画や発表の支援を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 恒常的 平成08 年度　（ 1996 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立伝統芸能館条例、豊中市立伝統芸能館条例施行規則、伝統芸能館登録グループ

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 302 2,522 1,152 2,424 230 291

()内は人件費、公債費を含む (1,352) (3,602) (2,902) (4,224) (1,980) (1,341)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 184 171 694 142 178 265

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 2,223 333 2,141 0 0

そ の 他 118 129 126 142 52 26

人 件 費 1,050 1,080 1,750 1,800 1,750 1,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ



「グループ登
録と一般使用についての説明会」にて行うなど、より利用しやすい施設となるよう努力しました。また地元自治
会等との協力、連携を常に図っており、今後も各団体や地元と協力しながら伝統芸能を推進します。

備 考

非投資的

000081 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02
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基本政策

事 業 名
伝統芸能館運営管理事業

伝統芸能館施設運営

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

85 75 89 83 101 83

発表会・公演回数(主催等除)
単位

横ばい

出典:伝統芸能館使用承認申込書
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

良好なサービスや広報を行うことなどで、利用率の向上につながりました。また、育成グループ、協働グループ
の自立団体が増え、伝統芸能の普及につながっています。

令和　元年度
日常の貸館業務を行うとともに、育成・協働グループに対し、企画運営、舞台や音響技術を学ぶ場の提供や、広
報協力の支援を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

貸館業務。活動支援、グルー 貸館業務。活動支援、グルー 貸館業務。活動支援、グルー 貸館業務。活動支援、グルー
プの育成支援 プの育成支援 プの育成支援、グループ登録 プの育成支援

と一般使用についての説明会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

伝統的な芸能の普及及び継承の推進に向けた拠点施設として、市民文化の発展に寄与しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

良好なサービスを効率的に提供しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

良好なサービスの提供ができています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

利用者のニーズを踏まえた施設・設備等の提供ができています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

育成・協働グループが実施する講習会が企画された際には広報とよなかやホームページへ情報を掲載するなど協
今後の取組み 力を行いました。平成27年度から新たに新設した舞台育成グループ、協力グループの制度の周知を



費、公債費を含む (2,340) (2,116) (3,050) (3,110) (2,960) (2,058)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000082 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02
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基本政策

事 業 名
伝統芸能館運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
伝統芸能館自主文化事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

グループ・団体等の協働と協創の力を持ち寄り、主催・共催等の事業を通じて伝統芸能の普及と振興
を図ります。

対 象

市民

内 容

伝統芸能の鑑賞機会の提供と講座を開催（主催・共催・連携事業）します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 単年度 平成08 年度　（ 1996 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 地元自治会

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立伝統芸能館条例、豊中市立伝統芸能館条例施行規則、伝統芸能館登録グループ

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 940 1,036 950 950 860 658

()内は人件費、公債費を含む (2,340) (2,116) (3,050) (3,110) (2,960) (2,058)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 940 1,036 950 950 860 658

人 件 費 1,400 1,080 2,100 2,160 2,100 1,400

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 940 1,036 950 950 860 658

()内は人件



討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も地元自治会等との協力・連携の強化を図ります。また引き続き満足度の高い事業を開催できるよう努力し
今後の取組み ます。

備 考

非投資的

000082 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02
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基本政策

事 業 名
伝統芸能館運営管理事業

伝統芸能館自主文化事業

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

18 22 41 15 12 10

主催・共催・連携事業数（まつり含）
単位

横ばい

出典:市政年鑑
本

2,000 3,961 1,815 1,654 1,230 1,280

参加者数
単位

横ばい

出典:市政年鑑
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

質の高い鑑賞等の機会を提供できました。また、共催・連携事業の実施過程で、グループ・団体との協働と協創
の体制が以前よりも整いました。

令和　元年度
伝統芸能館を活動拠点とするグループ、団体等の成果発表の機会を提供するとともにグループ・団体等の相互の
交流を図りました。また、大阪音楽大学等との連携事業を実施しました。更に日本の話芸である落語や講談など

の 実 施 内 容 を通して、その伝統芸能の普及、継承を目的に活躍している市在住の若手芸人らを中心とした公演を実施しまし
た。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

豊中芸人倶楽部寄席 豊中芸人倶楽部寄席、大阪音 伝統芸能館グループ登録と一 豊中芸人倶楽部寄席（中止）
楽大学連携事業、旭堂南北一 般使用についての説明会、邦 、伝統芸能館まつり、大阪音
人語り「ひ・ろ・し・ま」、 楽鑑賞会、とよなかこども伝 楽大学との連携事業（中止）
詩吟の祭典in豊中 統芸能館フェスタ

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

伝統的な芸能の普及等のため、それに親しむ機会を積極的に提供しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

大学等とも連携しながら限られた資源を効果的、効率的に活用しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

質の高い鑑賞等の機会が提供できています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検



債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,277 1,631 1,643 1,738 1,840 1,477

一 般 財 源 5,915 7,179 21,276 5,102 5,466 6,397

()内は人件費、公債費を含む (8,365) (30,519) (25,576) (5,462) (8,966) (8,847)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000083 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02
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基本政策

事 業 名
伝統芸能館運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
伝統芸能館施設管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 115020001 伝統芸能館

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

良好な施設利用環境を提供するため、適切な施設の維持管理を行います。

対 象

内部
伝統芸能館の施設・設備

内 容

伝統芸能館の維持管理

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 平成08 年度　（ 1996 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立伝統芸能館条例、豊中市立伝統芸能館条例施行規則、伝統芸能館登録グループ

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 8,192 8,810 22,919 6,840 7,306 7,874

()内は人件費、公債費を含む (10,642) (32,150) (27,219) (7,200) (10,806) (10,324)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 3,390 4,922 6,276 2,630 2,969 3,156

委 託 料 4,565 3,684 3,979 3,958 4,130 4,422

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 11,829 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 237 205 835 252 207 297

人 件 費 2,450 4,020 4,300 360 3,500 2,450

公 債 費 0 19,320 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方



非投資的

000083 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
伝統芸能館運営管理事業

伝統芸能館施設管理

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

良好な施設利用環境を提供しています。

令和　元年度
伝統芸能館の維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

男子便所小便器自動水栓修理 男子便所小便器自動水栓修理 男子便所小便器自動水栓修理
、空調設備修繕 、樹木の剪定

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

良好な施設利用環境を提供しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

専門的な業務については外部に委託しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

清掃・警備や設備等の保守点検などを委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

施設、設備の老朽化がすすんでいますが、利用に支障をきたさないよう維持管理ができています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

施設、設備の老朽化が進んでいますが、安心・安全を第一に、計画的な修繕・更新に取り組みます。
今後の取組み

備 考



額等

非投資的

041518 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
兄弟都市交流 実施計画掲載 非掲載
沖縄市兄弟都市交流 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

兄弟都市宣言に基づき、両市の友好と市民相互交流の推進を図ります。

対 象

市民

内 容

兄弟都市沖縄市の市民周知を行うとともに、民間の交流を支援します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 昭和49 年度　（ 1974 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 81 513 実施 実施

事 業 費 総 額 618 81 570 513 251 623

()内は人件費、公債費を含む (5,538) (2,421) (2,170) (2,943) (2,711) (5,543)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 5 0 6 0

委 託 料 310 0 294 298 0 298

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 308 81 272 215 246 325

人 件 費 4,920 2,340 1,600 2,430 2,460 4,920

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 618 81 570 513 251 623

()内は人件費、公債費を含む (5,538) (2,421) (2,170) (2,943) (2,711) (5,543)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助



非投資的

041518 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
兄弟都市交流

沖縄市兄弟都市交流

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1 2 2 2 2 2

沖縄市訪問回数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民交流を通じて両市の相互理解と信頼関係を築くことができました。

令和　元年度
豊中まつり等における市民交流の支援および沖縄市産業まつりに出展しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

兄弟都市市民交流の支援 豊中まつりに関わる交流 兄弟都市市民交流の支援 兄弟都市市民交流の支援
兄弟都市市民交流の支援 沖縄市産業まつりの企画準備 沖縄市産業まつりの出展

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の文化交流を進めていくうえで必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民主体の交流であり、行政による支援は必要最低限の支援となっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

イベントの実施に関して、一部を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

行政による支援は必要最低限となっています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民交流を通じて両市の相互理解と信頼関係が築かれています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民交流を通じて両市の相互理解と信頼関係が築かれているため、今後も継続して取り組みます。
今後の取組み

備 考



,475 2,212 497

一 般 財 源 3,789 1,438 1,347 4,332 3,453 5,271

()内は人件費、公債費を含む (6,679) (5,130) (5,061) (7,247) (6,360) (8,161)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000072 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ギャラリー運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
市民ギャラリー施設管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 115999005 市民ギャラリー

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術活動の発表と鑑賞の機会を提供します。

対 象

内部

内 容

市民ギャラリーの維持管理

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 単年度 平成03 年度　（ 1991 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,001 6,308 5,657 5,807 5,665 5,768

()内は人件費、公債費を含む (8,891) (10,000) (9,371) (8,722) (8,572) (8,658)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 1,201 1,004 1,018 1,170 1,007 1,123

委 託 料 861 848 848 848 848 855

補 助 金 等 1,174 1,152 1,152 1,152 1,152 1,162

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,765 3,305 2,641 2,638 2,659 2,627

人 件 費 820 1,552 1,592 810 820 820

公 債 費 2,070 2,140 2,122 2,105 2,087 2,070

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,212 4,870 4,310 1



非投資的

000072 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ギャラリー運営管理事業

市民ギャラリー施設管理

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

50 49 49 47 48 44

利用可能回数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民が気軽に利用できる発表の場としての役割を担っています。

令和　元年度
市民ギャラリーの維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

施設の維持管理、運営 施設の維持管理、運営 施設の維持管理、運営 施設の維持管理、運営

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術活動の発表の場として、稼動率は100％に近い水準を維持しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

非常勤職員により施設の維持管理と運営を行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中市文化芸術振興条例に基づき、市が主体となっています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

同条例に基づき、市が施設管理を行っています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

稼動率が97％になりましたが高水準を維持しています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

稼動率の維持と管理年数の経過による施設メンテナンスを実施していきます。
今後の取組み

備 考



制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

000073 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ギャラリー運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
市民ギャラリー施設運営 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術活動の発表と鑑賞の機会を提供します。

対 象

市民

内 容

市民ギャラリーの貸館業務を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成03 年度　（ 1991 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,864 2,460 2,788 2,749 2,807 2,758

()内は人件費、公債費を含む (3,274) (2,468) (2,796) (3,154) (3,217) (3,168)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 6 0 23 0 5 4

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 572 0 0 0 1,127

そ の 他 2,858 1,888 2,765 2,749 2,802 1,628

人 件 費 410 8 8 405 410 410

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 99 0 0 99 99 99

一 般 財 源 2,765 2,460 2,788 2,650 2,708 2,659

()内は人件費、公債費を含む (3,175) (2,468) (2,796) (3,055) (3,118) (3,069)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等



非投資的

000073 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ギャラリー運営管理事業

市民ギャラリー施設運営

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

50 46 49 47 48 44

施設利用回数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民の利用を促すことで、市民の文化芸術に関する意識の向上が図られます。

令和　元年度
条例・規則に基づき、適正に貸館業務を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

貸館業務 貸館業務 貸館業務 貸館業務

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術活動の発表や鑑賞の機会の場の提供を行っています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

施設の稼働率がほぼ100％となっています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中市文化芸術振興条例に基づき、市が主体となっています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

同条例に基づき、市が施設運営を行っています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

稼働率が97％になりましたが、高水準を維持しています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

高い稼働率の水準を維持していきます。
今後の取組み

備 考



度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

025915 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ギャラリー運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
市民ギャラリー企画展 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

絵画等の芸術鑑賞の機会を提供します。

対 象

市民

内 容

市民と連携した事業や、テーマを設定した企画展、市所蔵美術作品の展覧会を開催します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成03 年度　（ 1991 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 948 601 652 699 732 874

()内は人件費、公債費を含む (3,408) (3,721) (3,852) (3,129) (3,192) (3,334)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 52 0 47 6 25 117

委 託 料 800 600 600 600 706 750

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 96 1 4 93 0 7

人 件 費 2,460 3,120 3,200 2,430 2,460 2,460

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 737 0 0 614 732 737

一 般 財 源 211 601 652 85 0 137

()内は人件費、公債費を含む (2,671) (3,721) (3,852) (2,515) (2,460) (2,597)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制



非投資的

025915 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ギャラリー運営管理事業

市民ギャラリー企画展

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

9 19 19 23 20 13

開催回数
単位

横ばい

出典:担当所属調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

新たなテーマによる企画などを行うことで、市民の文化芸術に関する意識の向上を図りました。

令和　元年度
文化芸術推進プラン改訂版の方向性に沿った企画展や、市所蔵美術作品の展示などの展覧会を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市所蔵美術作品の展示 市所蔵美術作品の展示 市所蔵美術作品の展示 市所蔵美術作品の展示
市民との連携やテーマに基づ
いた企画

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

絵画等の芸術鑑賞の機会を提供しています。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民との連携やテーマに基づいた企画、市所蔵美術作品の展示等を行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

年一回テーマに基づいた企画展を委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市民と連携し低予算で実施できています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

新たなテーマによる企画などを行うことで、市民の文化芸術に関する意識の向上が図られました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民の美術に関する創造と鑑賞へのニーズが高く、今後も幅広い作品展示企画により、そうした要望に応えてい
今後の取組み きます。

備 考



4,000 6,480 8,610 8,610

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,852 0 0 1,852 821 972

一 般 財 源 10,989 5,626 6,057 5,072 8,543 10,798

()内は人件費、公債費を含む (19,599) (9,526) (10,057) (11,552) (17,153) (19,408)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041555 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術振興事業 実施計画掲載 非掲載
美術展・文化芸術祭 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民の美術や文化芸術に関する活動の発表・鑑賞機会の充実を図ります。

対 象

市民

内 容

【豊中市美術展から名称変更】豊中市美術展は、日本画、洋画、彫塑・立体造形、工芸、デザイン、
書及び写真の7部門の作品を広く公募し、豊中市美術協会員による審査を経て入選及び入賞作品を展
示します。豊中市文化芸術祭は、豊中市文化芸術連盟による文化芸術の鑑賞の場を提供する事業を行
います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 昭和30 年度　（ 1955 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO ■地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 12,841 5,626 6,057 6,924 9,364 11,770

()内は人件費、公債費を含む (21,451) (9,526) (10,057) (13,404) (17,974) (20,380)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 628 0 0 0 221 613

委 託 料 2,667 0 0 0 0 100

補 助 金 等 5,637 3,517 3,845 4,627 5,277 7,028

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,909 2,109 2,213 2,297 3,866 4,028

人 件 費 8,610 3,900



後の取組み 展示スペースが狭いため、部門ごとの2期制にします。

備 考

非投資的

041555 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術振興事業

美術展・文化芸術祭

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

500 530 509 471 473

豊中市美術展公募作品数
単位

横ばい

出典:担当課調査
点

2,000 4,021 1,041 1,005 1,651

文化芸術祭来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調査
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

芸術作品の創造や鑑賞の機会を創出し、美術振興と市民の芸術文化の向上に寄与しました。

令和　元年度
市美術展は、豊中市美術協会と共催で、日本画・洋画・彫塑・工芸・デザイン・書・写真の7部門の出展作品を
公募し、審査により入選・入賞を選び、展覧会を開催しました。また、文化芸術祭について、文化芸術センター

の 実 施 内 容 において舞台公演や作品展示を行いました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

実行委員会の開催 実行委員会の開催 美術展開催 実行委員会の開催
実行委員会の開催

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術活動の発展や鑑賞機会の充実を図りました。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

実行委員会方式により検討会議回数が減少しました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

豊中市美術展実行委員会に事業実施のための負担金を拠出しました。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

実行委員会方式で事業運営を行っていますが、美術の専門的な知識が必要なため、豊中市美術協会には作品受付
や審査など専門的な分野を担当してもらいました。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

芸術作品の創造や鑑賞の機会を創出し、美術振興と市民の芸術文化の向上に寄与しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

成果を維持していくために必要な事業と考えます。
今



公債費を含む (708) (0) (0) (400,863) (410) (536)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

046121 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術振興基金 実施計画掲載 非掲載
文化芸術振興基金 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術推進プランに掲げた基金を平成30年（2018年）1月に創設し、文化芸術振興に係る事業を継
続的かつ安定的に進めます。また、市民等の寄附を積極的に募り、積み立てます。

対 象

未設定

内 容

基金の所管事務を行います。
（令和2年3月補正の内容）
寄附金額が増加したため、積立金を補正します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 平成29 年度　（ 2017 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 3,491 0 0 400,863 8,964 2,379

()内は人件費、公債費を含む (3,819) (0) (0) (401,106) (9,374) (2,707)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 260 0 0 512 0 10

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,231 0 0 400,351 8,964 2,369

人 件 費 328 0 0 243 410 328

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,111 0 0 243 8,964 2,171

一 般 財 源 380 0 0 400,620 0 208

()内は人件費、



非投資的

046121 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化芸術振興基金

文化芸術振興基金

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

30 0 0 1 20 35

寄附件数
単位

横ばい

出典:担当課調査
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

寄附や運用など基金の所管事務を行うとともにPRに努め、多くの寄附を募ります。

令和　元年度
平成30年1月1日に新たに創設し、所管事務を行いました。
千円未満は四捨五入しています。

の 実 施 内 容 ・積立金2,171千円　【内訳】利子積立151千円、その他積立2,020千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・取崩35,617千円

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

1月から基金の受付を開始し
ました。
管理・運営の手続きを行いま
した。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術推進プラン改訂版に掲げる事業を安定的に実施するため必要な基金です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

安全な運用が図られています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

安全な運用が図られています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も広く基金をPRし、寄附を募っていきます。
今後の取組み

備 考



等
補助率・補助額等

非投資的

041570 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
文化行政の推進 実施計画掲載 非掲載
文化芸術振興審議会 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術の振興に関する重要事項を審議します。

対 象

その他

内 容

文化芸術の振興に関する重要事項を審議します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 単年度 平成18 年度　（ 2006 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興条例、豊中市文化芸術振興審議会規則

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 491 88 422 598 186 303

()内は人件費、公債費を含む (14,103) (3,208) (5,222) (14,044) (4,286) (13,915)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 6 1 5 6 2 3

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 485 87 417 592 185 301

人 件 費 13,612 3,120 4,800 13,446 4,100 13,612

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 491 88 422 598 186 303

()内は人件費、公債費を含む (14,103) (3,208) (5,222) (14,044) (4,286) (13,915)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称



非投資的

041570 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化行政の推進

文化芸術振興審議会

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

4 1 4 8 2 3

審議会開催回数
単位

横ばい

出典:市政年鑑
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

（仮称）豊中市文化芸術推進基本計画について、さまざまな立場からご意見をいただき、順調に策定に向けた準
備ができています。

令和　元年度
文化芸術推進プラン改訂版の進捗管理、クラウドファンディングを活用した文化芸術振興助成金制度、（仮称）
子どもアートフェスティバルの実施、（仮称）豊中市文化芸術推進基本計画の策定に関して議論を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

文化芸術振興審議会 文化芸術振興審議会 文化芸術振興審議会 文化芸術振興審議会
検討部会 検討部会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術分野に精通している有識者や市民から幅広い意見を得られるため、必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市の文化芸術施策について、審議する場であるため、市が主体となり実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

文化芸術推進ﾌﾟﾗﾝの見直し及び文化芸術振興基金の創設に向けた検討を進めます。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

文化芸術振興基金を活用した、文化芸術推進ﾌﾟﾗﾝ（改訂版）の事業の具体化に向けた検討を進めます。
今後の取組み

備 考



0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 15,005 0 0 0 11,173 13,004

一 般 財 源 2,758 34 993 4,508 815 2,885

()内は人件費、公債費を含む (12,188) (2,374) (3,393) (13,418) (13,115) (12,315)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041631 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
文化行政の推進 実施計画掲載 非掲載
文化行政推進事業 区 分 拡充

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化芸術振興等に関する施策の総合的な推進を図ります。

対 象

市民

内 容

【市民協働による文化芸術振興を統合】文化芸術推進プラン（改訂版）に基づく施策の推進、事業の
企画立案、調査研究等を行います。また、文化芸術創造都市等との連携を図るとともに、さまざまな
事業を展開します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 単年度 平成05 年度　（ 1993 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興条例、豊中市文化芸術振興基本方針、豊中市文化芸術推進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 17,763 34 993 4,508 11,988 15,889

()内は人件費、公債費を含む (27,193) (2,374) (3,393) (13,418) (24,288) (25,319)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 50 0 0 0 274 0

委 託 料 10,348 0 972 4,300 9,676 10,638

補 助 金 等 4,000 0 0 3 10 3,677

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,365 34 20 205 2,030 1,575

人 件 費 9,430 2,340 2,400 8,910 12,300 9,430

公 債 費 0



化行政を進め
今後の取組み ていくために、今後も近隣市町村と意見交換の場を設けます。

備 考

非投資的

041631 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
文化行政の推進

文化行政推進事業

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

2 1 1 1 1 1

摂津圏文化行政連絡協議会参加回数
単位

横ばい

出典:市政年鑑
回

20 8 12

報奨金交付件数
単位

横ばい

出典:担当課調査
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

他市町村が実施している文化事業の研究や他部署との連携を通じて、市民文化の活性化を図る多様な事業を展開
できます。

令和　元年度
文化行政推進プラン改訂版に基づき、「中学生舞台芸術体験事業」を実施しました。
また、新たに文化芸術振興助成金制度を創設し、12件の文化芸術活動に助成金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・庁内会議 ・庁内会議 ・庁内会議 ・庁内会議
・摂津圏文化行政連絡協議会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

施策推進にあたって、庁内関係部局あるいは近隣自治体から意見を聴取したり、情報共有を図るため、必要です
。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

大阪ミュージアム構想は大阪府が主体で実施しており、自治体担当窓口として取り組みました。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

摂津圏文化行政連絡協議会へ参加し、近隣都市の文化行政の推進について意見交換を行いました。
また、文化芸術推進プランの見直し及び文化芸術振興基金の創設に関する事項並びに、文化芸術推進プランの施
策実施実施状況について、文化行政推進会議委員及び連絡会議委員で情報共有を行いました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

文化行政を総合的に進めていくために、今後も庁内会議を定期的に開催します。また、広域的な文



186) (16,778) (22,584) (32,725) (36,840)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 1,910 162 261 57 3,694 887

委 託 料 9,770 1,111 1,100 2,254 6,264 11,253

補 助 金 等 3,300 0 5,750 6,450 8,531 3,264

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,448 6,234 4,866 864 1,936 526

人 件 費 20,910 4,680 4,800 12,960 12,300 20,910

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 2,709 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 1,161 1,571 4,164 2,882 4,341 1,248

一 般 財 源 16,267 3,226 7,814 6,742 16,084 14,682

()内は人件費、公債費を含む (37,177) (7,906) (12,614) (19,702) (28,384) (35,592)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041640 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
文化行政の推進 実施計画掲載 非掲載
音楽あふれるまち推進事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課 210100 魅力創造課 

事
業
の
概
要

目 的

「音楽あふれるまち豊中」の実現に向けて、市民が音楽の鑑賞や発表する機会の充実を図るとともに
、豊中市外に対しても当市の魅力を発信します。

対 象

市民
学校法人大阪音楽大学、公益財団法人日本センチュリー交響楽団及び文化芸術団体など、様々な機関
と連携した事業を行い、鑑賞、発表及び体験の場の充実に努めます。

内 容

【市民ロビーゆうゆうコンサート、豊中まちなかクラシックを統合】第二庁舎ロビーで定期的にロビ
ーコンサートを実施するほか、「とよなか音楽月間」に大阪音楽大学、日本センチュリー交響楽団等
とともに連携事業を集中的に実施・発信するなど「音楽あふれるまち豊中」を推進します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 大阪音楽大学、日本センチュリー交響楽団、大阪大学

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興基本方針、豊中市文化芸術推進プラン（改訂版）

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 ■企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 17,428 7,506 11,978 9,624 20,425 15,930

()内は人件費、公債費を含む (38,338) (12,



非投資的

041640 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
文化行政の推進

音楽あふれるまち推進事業

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

65 60 59 69 62 61

参加事業数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民などの発表や鑑賞、練習の場と機会の充実を図るとともに「音楽あふれるまち」という魅力を市内外に発信
した結果、交流人口も増加すると見込まれます。

令和　元年度
10月からの約2か月間をとよなか音楽月間と定め、まちなかクラシックをはじめとした音楽イベントを市内各所
で展開しました。また、大阪音楽大学連携事業等を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・音楽コンクール ・とよなか音楽月間事業 ・とよなか音楽月間事業 ・オーケストラの日コンサー
・大阪音楽大学連携事業 ト

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中市の魅力を市内外に周知するために必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

大阪音楽大学と、「豊中音楽コンクール」「とよなか音楽月間」等の事業を共催しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

とよなか音楽月間事業をはじめ、さまざまな音楽イベントを通じて「音楽あふれるまち豊中」としての認知度が
高まりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

庁内関係部局や大阪音楽大学などと連携を図りながら、引き続き「音楽あふれるまち」の推進に努めます。
今後の取組み

備 考



債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 1,172 1,114 1,136 1,088 1,005 1,019

()内は人件費、公債費を含む (4,862) (5,404) (5,136) (4,733) (4,695) (4,709)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041678 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
文化行政の推進 実施計画掲載 非掲載
大学連携事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内に、大阪大学と大阪音楽大学が所在するという豊中の地域特性を活かし、両大学の専門性等を活
かした連携事業を行うことで、教育文化都市にふさわしい魅力の創出につなげます。

対 象

市民

内 容

大阪大学との共催事業など大学と連携した事業を実施します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 大阪大学、大阪音楽大学

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興基本方針、豊中市文化芸術推進プラン

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 ■企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 1,172 1,114 1,136 1,088 1,005 1,019

()内は人件費、公債費を含む (4,862) (5,404) (5,136) (4,733) (4,695) (4,709)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 120 104 87 84 5 19

委 託 料 0 0 0 0 216 0

補 助 金 等 1,000 1,000 1,000 1,000 784 1,000

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 52 10 49 3 0 0

人 件 費 3,690 4,290 4,000 3,645 3,690 3,690

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方



非投資的

041678 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策 49,02

事 業 名
文化行政の推進

大学連携事業

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

2 2 2 2 2 2

共催事業開催回数
単位

横ばい

出典:担当課調査
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

それぞれの大学の知的集積や施設などを活用し、協働でコンサートなどのイベントを企画・実施することで、市
民の鑑賞機会の充実を図り、市内の大学を身近に感じていただく機会を創出しました。

令和　元年度
大阪大学との共催事業を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・大阪大学との共催事業 ・大阪大学・大阪音楽大学ジ
ョイント企画事業

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中市だけでは開催できない事業を大阪大学、大阪音楽大学と連携することで実施できるため、必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

大学と役割分担をしながら、効率良く実施できました。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

大学と連携して実施することで、より専門的な事業を実施できます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

両大学の持つノウハウやスタッフを活用し、専門的な内容の事業を実施できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、大学と連携し専門的な事業を実施します。
今後の取組み

備 考



財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 16,971 15,543 16,341 16,520 16,709 16,857

()内は人件費、公債費を含む (28,451) (25,683) (26,741) (27,860) (31,469) (28,337)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041716 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
豊中まつり 実施計画掲載 非掲載
豊中まつり 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

文化情報の発信、市民文化活動の支援、また市民の文化創造活動の発表や文化を通じた市民交流の促
進を図ります。

対 象

市民

内 容

市民がつくる市民のまつりを通じ、さまざまな人と文化がふれあうことにより、豊中の文化を市内外
に発信します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 昭和43 年度　（ 1968 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 ■ その他 （ 豊中まつり推進会との共催 ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市文化芸術振興条例、豊中市文化芸術振興基本方針

協働のパートナー ■行政 ■NPO法人 □法人外NPO ■地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 ■個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 16,971 15,543 16,341 16,520 16,709 16,857

()内は人件費、公債費を含む (28,451) (25,683) (26,741) (27,860) (31,469) (28,337)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 10 0 0 8 12 8

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 15,000 13,000 14,000 14,000 15,000 15,000

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 1,320 0

そ の 他 1,961 2,543 2,342 2,512 377 1,849

人 件 費 11,480 10,140 10,400 11,340 14,760 11,480

公 債 費 0 0 0 0 0 0



非投資的

041716 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
豊中まつり

豊中まつり

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1,200 1,200 1,100 1,100 1,100 1,100

ボランティア参加者数
単位

横ばい

出典:担当課調査
人

162,000 173,900 162,010 141,100 140,400 160,000

来場者数
単位

横ばい

出典:担当課調査
人

21 24 24 24 19

実施に係る会議数
単位

上向き

出典:担当課調査
回

事 業 の 効 果

まつりを通じて様々な人と文化がふれあい、豊中文化の発信と郷土愛醸成の場となっています。

令和　元年度
市民がつくる市民のまつりを通じ、さまざまな人と文化がふれあい、豊中の文化を市内外に発信しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

事務局会議 豊中まつり(8月5、6日) 事務局会議 事務局会議
運営会議 運営会議 運営会議
合同会議

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中文化の発信と郷土愛醸成の機会となっており必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

豊中まつり実行委員会に対し、事業実施のための負担金を拠出していました。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

実行委員会方式で実施していました。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市民との協働事業として、役割分担のもと運営しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

まつりの運営に主体的に携わってきた市民ボランティアが中心となって設立したNPO法人とパートナーシップの
今後の取組み もと、運営を進めました。今後も継続していきます。

備 考



0

一 般 財 源 6,226 0 3,299 9,348 12,249 3,631

()内は人件費、公債費を含む (8,276) (0) (3,699) (11,373) (14,299) (5,681)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

043457 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
市民ホール施設管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 115005999 ホール全般

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市及び指定管理者により、良好で安定的な施設利用環境を提供するため、適切な施設の維持
管理を行います。

対 象

内部
文化芸術センター、ローズ文化ホールの施設・設備

内 容

市民ホールの維持管理

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 14,499 0 6,049 9,943 13,006 3,751

()内は人件費、公債費を含む (16,549) (0) (6,449) (11,968) (15,056) (5,801)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 3,054 0 1,287 1,451 1,998 1,262

委 託 料 1,124 0 578 1,105 162 583

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 8,273 0 2,750 6,938 10,331 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,048 0 1,435 449 515 1,906

人 件 費 2,050 0 400 2,025 2,050 2,050

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 8,273 0 2,750 595 757 12



非投資的

043457 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業

市民ホール施設管理

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

良好な施設利用環境を提供することができます。

令和　元年度
文化芸術センター及びローズ文化ホールの施設の維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・ローズ文化ホール荷物用昇
降機交換
・ローズ文化ホール劣化診断

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

良好で安定的な施設利用環境を提供するため、適切な維持管理が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

指定管理者と情報共有を進めながら、効率的な施設管理を行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

ローズ文化ホールの舞台改修などを実施しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

中長期保全計画等に基づき、計画的に維持補修を行い、施設の維持管理に努めます。
今後の取組み

備 考



費 3,280 0 2,800 3,240 8,200 3,280

公 債 費 276,412 0 49,854 265,368 278,328 276,412

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 19,457 0 4,030 15,082 13,113 20,569

一 般 財 源 335,561 0 184,238 294,354 297,708 299,837

()内は人件費、公債費を含む (615,253) (0) (236,892) (562,962) (584,236) (579,529)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

043459 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
市民ホール施設運営管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 115005020 文化芸術センター,115005999 ホール全般

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市民ホールの運営管理にあたり、民間事業者等のノウハウを活用してサービスの向上を図るとともに
、弾力性や柔軟性のある施設運営を行っていくために指定管理者制度を導入し、市民ホールを一体的
に管理し運営していきます。

対 象

市民

内 容

【市民ホール指定管理事業から名称変更】指定管理者制度を導入し、市民ホールを一体的に管理運営
しています。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 単年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 355,018 0 188,268 309,436 310,821 320,406

()内は人件費、公債費を含む (634,710) (0) (240,922) (578,044) (597,349) (600,098)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 1 0 0 0 1 0

委 託 料 351,380 0 188,268 307,160 310,498 319,050

補 助 金 等 3,500 0 0 2,276 0 1,229

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 137 0 0 0 321 127

人 件



非投資的

043459 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業

市民ホール施設運営管理

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

心豊かな市民生活や活力ある地域社会の実現に寄与します。

令和　元年度
市民ホール指定管理者による文化芸術センター及びローズ文化ホールの管理運営を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

・指定管理者による市民ホー ・指定管理者による市民ホー ・指定管理者による市民ホー ・指定管理者による市民ホー
ルの管理運営。 ルの管理運営。 ルの管理運営。 ルの管理運営。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

民間事業者等のノウハウを活用し、サービスの向上や効率的な施設運営を図ります。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

市と指定管理者が役割分担をしてさまざまな事業展開を展開しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　●指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

年間約50万人もの方に来場いただきました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も市と指定管理者が役割分担をしてさまざまな事業展開を展開していきます。
今後の取組み

備 考



助額等

投資的

043655 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
文化芸術センター施設整備事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

施設・設備の老朽化への対応として、年次計画的な改修・更新を行い、良好な施設利用環境を提供し
ます。

対 象

内部

内 容

文化芸術センター及びアクア文化ホールの建物及び設備の改修・更新

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 令和05 年度　（ 2023 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 8,457 0 92,822 0 7,830 5,500

()内は人件費、公債費を含む (9,277) (0) (100,022) (0) (9,470) (6,320)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 3,438 0 78,241 0 7,830 3,190

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 5,019 0 11,386 0 0 2,310

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 3,195 0 0 0

人 件 費 820 0 7,200 0 1,640 820

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 8,802 0 0 0

一 般 財 源 8,457 0 84,020 0 7,830 5,500

()内は人件費、公債費を含む (9,277) (0) (91,220) (0) (9,470) (6,320)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補



投資的

043655 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業

文化芸術センター施設整備事業

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

文化芸術の発表や鑑賞の機会を提供する施設として、老朽化した設備等の更新は、ホールとしての機能・魅力を
保持・向上することとなり、良好な施設利用環境を提供できます。

令和　元年度
アクア文化ホールの特定天井調査、改修、設計と文化芸術センターの小ホール手摺設置工事を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

＜アクア＞工事担当部局への
工事実施依頼(設計協議)

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

良好な施設環境を提供するため、計画的に改修を行います。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

計画的に改修を行う必要があります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

文化芸術センター大ホールに手すりを取り付けました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も安心・安全を第一に、誰もが使いやすい施設となるよう計画的な改修を行います。
今後の取組み

備 考



所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

投資的

043656 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
ローズ文化ホール施設整備事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

施設・設備の老朽化への対応として、年次計画的な改修・更新を行い、良好な施設利用環境を提供し
ます。

対 象

内部

内 容

施設・設備の老朽化への対応として、年次計画的な改修・更新を行い、良好な施設利用環境を提供し
ます。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 令和05 年度　（ 2023 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 31,250 0 14,148 68,580 0 20,900

()内は人件費、公債費を含む (31,660) (0) (15,348) (69,795) (2,460) (21,310)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 31,250 0 14,148 68,580 0 20,900

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 410 0 1,200 1,215 2,460 410

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 31,250 0 0 0 0 20,900

一 般 財 源 0 0 14,148 68,580 0 0

()内は人件費、公債費を含む (410) (0) (15,348) (69,795) (2,460) (410)

制
度
等

補
助
金



投資的

043656 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
市民ホール運営管理事業

ローズ文化ホール施設整備事業

所管部局・課 210500 都市活力部・文化芸術課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位
横ばい

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

文化芸術の発表や鑑賞の機会を提供する施設として、老朽化した設備等の更新は、ホールとしての機能・魅力を
保持・向上することとなり、良好な施設利用環境を提供できます。

令和　元年度
諸幕・ワイヤーロープの更新及び緞帳の修繕を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

工事担当部局への工事実施依 更新工事実施
頼（設計協議）
設計管理委託

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

平成元年のオープンから、施設・設備の老朽化が進んでおり、計画的な整備が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

予定どおり、舞台機構（制御盤・操作盤）の更新を行いました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　○現状のまま継続　●縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

計画的な整備は必要ですが、平成29年1月にオープンした文化芸術センターとの役割分担などの整理も検討する
今後の取組み 必要があります。

備 考



費を含む (3,268) (1,550) (3,017) (3,073) (3,109) (3,109)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041872 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
スポーツ推進審議会 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市長の諮問に応じて、スポーツの推進に関する重要事項について、調査審議します。

対 象

その他
スポーツ推進審議会委員

内 容

関係団体の職員、学識経験者、市民から10人以内の委員を任命し、スポーツの推進に関する重要事項
を調査、審議します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 計画・仕組みづくり

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市スポーツ推進審議会条例、規則

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 316 146 137 157 157 157

()内は人件費、公債費を含む (3,268) (1,550) (3,017) (3,073) (3,109) (3,109)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 5 0 2 2 2 1

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 311 145 136 155 155 155

人 件 費 2,952 1,404 2,880 2,916 2,952 2,952

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 316 146 137 157 157 157

()内は人件費、公債



非投資的

041872 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

スポーツ推進審議会

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

3 2 2 2 2 2

開催回数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
回

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

スポーツの推進に関する重要事項について調査審議することができました。

令和　元年度
審議会を2回開催し、「豊中市スポーツ推進計画の進行管理」と「令和元年度(2019年度)社会体育団体補助金（
案）」について、諮問し、答申を受けました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

審議会開催 審議会開催

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

スポーツの推進に関する重要事項を調査審議するために必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

本市のスポーツの推進に関係のある、団体代表者、学識経験者及び公募市民から委員を選出し、市のスポーツ施
策に沿った審議を行います。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市長が委嘱した委員が主体となり、スポーツ推進審議会は運営されています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

審議会は、会長が招集し開催されます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

平成25年度に策定した「豊中市スポーツ推進計画」の進行管理及び令和元年度(2019年度)社会体育団体補助金に
ついて審議しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、「豊中市スポーツ推進計画」の進行管理及び各種補助金について審議します。
今後の取組み

備 考



費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 2,542 6,332 5,934 4,004 4,724 2,457

()内は人件費、公債費を含む (6,724) (12,026) (10,094) (10,241) (10,956) (6,639)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041875 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
スポーツ団体の支援と指導者の育成・確保 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

スポーツ団体を支援し、また指導者を育成・確保することにより、生涯スポーツの推進を図ります。

対 象

その他
豊中市体育連盟・豊中市スポーツ少年団

内 容

スポーツ団体の支援。種目別指導者・審判講習会・スポーツ指導者養成講習会を実施します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中市体育連盟・豊中市スポーツ少年団

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市体育連盟に対する事業補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,542 6,332 5,934 4,004 4,724 2,457

()内は人件費、公債費を含む (6,724) (12,026) (10,094) (10,241) (10,956) (6,639)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 176 0

委 託 料 0 1,462 1,462 0 0 0

補 助 金 等 2,452 2,545 2,277 2,307 2,549 2,452

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 90 2,326 2,196 1,697 1,999 5

人 件 費 4,182 5,694 4,160 6,237 6,232 4,182

公 債



会では、総合の部、男子の部、女子の部、全てで１位となり、完全優勝を果たしました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民のスポーツ活動の多様化により、今後ますます指導者の養成が必要になります。
今後の取組み

備 考

非投資的

041875 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

スポーツ団体の支援と指導者の育成・確保

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

4,100 2,349 2,314 2,152 2,047 1,861

種目別講習会参加者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

40,000 32,198 38,043 39,269 20,973 17,639

補助事業参加人数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

スポーツ団体を支援し、指導者を育成することにより、市民が幅広く生涯スポーツにふれる機会が確保できまし
た。

令和　元年度
種目別指導者・審判講習会、スポーツ指導者養成講習会を実施しました。また、スポーツ団体への補助金を交付
しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

指導者・審判講習会 指導者・審判講習会 指導者・審判講習会 指導者・審判講習会
団体補助金交付 大阪府総合体育大会中央大会 団体補助金交付
大阪府総合体育大会豊能予選
スポーツ指導者養成講習会

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

指導者を養成し、確保することは、地域スポーツの推進のために必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

指導者養成講習会の実施により、専門知識を高め、地域でよりよい指導をすることができます。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中市体育連盟等

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

指導者・審判講習会実施業務を委託して実施しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

スポーツ推進委員や各地域指導者に研修会・講習会を受講してもらい、指導者としての知識や意識を高めてもら
うことができました。また、各種目団体の指導者に指導者・審判講習会を開催し、審判の技術を高め、スムーズ
な大会運営を行うことができました。
大阪府総合体育大



0) (1,925) (2,271) (4,153)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041934 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
国内・国際スポーツ大会の参加奨励事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

国際・国内スポーツ大会への参加を奨励することにより、スポーツの推進を図ります。

対 象

市民

内 容

国際および全国スポーツ大会の出場者に報奨金を支給します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成21 年度　（ 2009 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 国際および全国スポーツ大会参加者に対する報奨金支給規定

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 800 635 710 710 795 545

()内は人件費、公債費を含む (4,408) (2,663) (3,110) (1,925) (2,271) (4,153)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 800 635 710 710 795 545

人 件 費 3,608 2,028 2,400 1,215 1,476 3,608

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 800 635 710 710 795 545

()内は人件費、公債費を含む (4,408) (2,663) (3,11



非投資的

041934 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

国内・国際スポーツ大会の参加奨励事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

55 65 90 65 92 65

個人件数
単位

横ばい

出典:決算説明書
件

10 5 4 7 6 4

団体件数
単位

横ばい

出典:決算説明書
件

単位

出典:

事 業 の 効 果

報奨金を支給することにより、参加者の全国大会などへの出場意欲を高めることができました。

令和　元年度
大会出場者からの申込みにより報奨金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

5件の申込みに対し交付 17件の申込みに対し交付 26件の申込みに対し交付 21件の申込みに対し交付

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

報奨金を交付することで、出場意欲が高まります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

年度により、出場者数が増減します。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

団体・個人からの申込みに対し、審査の上決定しています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

各種大会に参加し、優秀な成績を収めた参加者にとって、おおいに励みとなりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も継続して実施していきます。
今後の取組み

備 考



76 6,534 6,406 8,407 14,209 11,285

()内は人件費、公債費を含む (16,278) (11,838) (12,166) (14,644) (20,851) (16,287)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041946 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
生涯スポーツ振興事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

生涯スポーツの推進を図ります。

対 象

市民

内 容

市民大会・後援事業の支援・各種スポーツ推進事業等を実施します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成09 年度　（ 1997 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 16,611 7,609 7,826 12,357 17,576 15,680

()内は人件費、公債費を含む (21,613) (12,913) (13,586) (18,594) (24,218) (20,682)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 488 852 935 249 449 252

委 託 料 13,399 4,850 5,040 10,218 9,455 13,532

補 助 金 等 0 520 0 0 3,029 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,724 1,387 1,851 1,889 4,644 1,896

人 件 費 5,002 5,304 5,760 6,237 6,642 5,002

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 5,335 1,075 1,420 3,950 3,367 4,395

一 般 財 源 11,2



非投資的

041946 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

生涯スポーツ振興事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

73,000 52,871 59,096 61,290 41,213 39,130

延べ利用者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

150 72 70 42 31 30

実施回数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
回

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民（体育・レクリエーション）大会などの実施により、市民が気軽にスポーツに親しめる機会を提供すること
ができました。

令和　元年度
年間を通して各種事業を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

市民大会等各種事業 市民大会等各種事業 市民大会等各種事業 市民大会等各種事業
琉球ゴールデンキングス小学 体育の日の事業 とよなかスポーツフェスタ
生バスケットボール教室

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

市民スポーツの推進のため市民大会等各種事業は必要と考えます。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

市民大会については、各競技団体に委託して効果的に実施しております。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中市体育連盟加盟の各競技団体やスポーツ推進委員により運営されています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

市民大会実施業務を豊中市体育連盟に委託して実施しています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

多くの市民の方が参加しました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

市民大会の申込みを電子化するなど、参加者を増やす方法を検討する必要があります。
今後の取組み

備 考



財 源 6,693 1,132 1,481 1,878 1,423 4,091

()内は人件費、公債費を含む (13,827) (6,046) (7,241) (7,305) (6,507) (11,225)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等 スポーツ振興会事業助成金交付要綱

非投資的

041969 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
地域スポーツの振興 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

地域における生涯スポーツの推進を図ります。

対 象

市民

内 容

小学校区スポーツ振興会・地域スポーツ推進事業を行います。
また、だれでもどこでもできるラジオ体操・ウォーキング及びニュースポーツの普及推進に取り組み
ます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和59 年度　（ 1984 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体 豊中市スポーツ推進委員協議会

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,703 1,132 1,481 1,878 1,423 4,091

()内は人件費、公債費を含む (13,837) (6,046) (7,241) (7,305) (6,507) (11,225)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 122 0 0 0 0 71

委 託 料 401 100 398 363 363 373

補 助 金 等 866 720 720 720 697 806

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 5,314 312 363 795 363 2,841

人 件 費 7,134 4,914 5,760 5,427 5,084 7,134

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 10 0 0 0 0 0

一 般



成 果

○高　　　　●中　　　　○低

幼児から高齢者まで多くの人々が気軽にスポーツを楽しむことができる場を提供できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

各校区の地域スポーツ事業のニーズを把握し、より効果的な地域スポーツの推進に努めます。
今後の取組み

備 考

１校区スポーツ振興会が休会中です。

非投資的

041969 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

地域スポーツの振興

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

7,800 5,286 5,235 5,701 6,953 6,269

延べ利用者数
単位

上向き

出典:担当課調べ
人

9 9 9 9 9 9

活動団体
単位

横ばい

出典:担当課調べ
団体

単位

出典:

事 業 の 効 果

地域で催しを開催することにより、市民に気軽にスポーツ・レクリエーションに親しむ機会を提供できました。

令和　元年度
小学校区スポーツ振興会、地域スポーツ推進事業を実施しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

地域スポーツ推進事業 地域スポーツ推進事業 地域スポーツ推進事業 地域スポーツ推進事業
校区振興会活動 校区振興会活動 校区振興会活動 校区振興会活動
校区振興会事業助成金支払 スポーツ推進委員報酬支払 スポーツ推進委員報酬支払 スポーツ推進委員報酬支払
スポーツ推進委員報酬支払 豊能地区スポーツ推進委員協 全国スポーツ推進委員研究協 校区振興会決算報告
豊中市スポーツ推進委員協議 議会研修会 議会 近畿スポーツ推進委員研究協
会研修会（前期） 大阪府スポーツ推進委員協議 豊中市スポーツ推進委員協議 議会

会研修会 会研修会（後期）

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

生涯スポーツの一環として、小学校区単位での地域スポーツの推進を図っています。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

身近にスポーツが楽しめる環境の整備をするために、小学校区単位で効率よく実施しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

スポーツ推進委員を中心に活動し、また小学校区スポーツ振興会に助成金を交付して実施しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

各校区のスポーツ推進委員が、地域活動等の中でニュースポーツ等の普及活動に取り組みます。

Ｄ.



0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 8,879 12,836 8,786 9,448 9,330 8,946

()内は人件費、公債費を含む (13,717) (17,984) (13,986) (14,794) (14,578) (13,784)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041975 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
スポーツ施設情報システムの運用 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

スポーツ施設利用の利便性を図ります。

対 象

市民

内 容

携帯電話・パソコン・公共施設の街頭端末機を利用して、スポーツ施設の利用申込みを個人・団体単
位で行えるシステムの運用を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成08 年度　（ 1996 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市スポーツ施設情報システム規則

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 8,879 12,836 8,786 9,448 9,330 8,946

()内は人件費、公債費を含む (13,717) (17,984) (13,986) (14,794) (14,578) (13,784)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 561 179 273 433 242 188

委 託 料 4,632 7,709 3,848 5,426 5,496 5,162

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3,686 4,948 4,665 3,590 3,593 3,597

人 件 費 4,838 5,148 5,200 5,346 5,248 4,838

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他



て、同システムを使用する他の自治体と情報交換を行い
今後の取組み 、契約に向けた計画を固め予算措置を行います。

備 考

非投資的

041975 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

スポーツ施設情報システムの運用

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1,100,000 1,238,228 1,249,832 1,444,087 1,515,633 1,480,422

延べ利用者数
単位

横ばい

出典:担当課調べ
人

8,000 11,521 10,930 11,317 11,735 11,992

登録者数
単位

上向き

出典:担当課調べ
人

単位

出典:

事 業 の 効 果

市民のスポーツ施設利用の利便性が向上しました。

令和　元年度
条例改正に伴い、グリーンスポーツセンター球技場の有料化等の改修作業を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

委託料の支払い 委託料の支払い 委託料の支払い 委託料の支払い
定例会議 定例会議 定例会議 システム改修（グリーンスポ
新人職員操作研修 ーツセンター有料化等）

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

窓口での予約に代えて、システムを利用した予約方法は、利用者の利便性の向上に欠かせません。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

府内自治体と共同でシステムを運用しているため、豊中市単独でシステムを導入するより運用経費が抑えられて
います。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

システムの改修やメンテナンスをシステム業者に依頼しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

専門的な知識や技術を要するため、システム業者へ依頼していることは妥当と考えます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

スポーツ施設情報システムを運用することにより、利用者の利便性の向上が図れました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

令和3年度に行う施設予約システムのリプレイスに向け



905

()内は人件費、公債費を含む (5,724) (6,348) (7,000) (5,960) (5,704) (5,479)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041995 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業 実施計画掲載 非掲載
出資法人スポーツ推進事業補助 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

出資法人に対して補助金を支出し、市民スポーツの推進を図ります。

対 象

事業者その他団体
出資法人

内 容

出資法人が実施する市民のスポーツの推進を行う公益的事業に対して補助金を支出します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 補助金事業

事 業 期 間 恒常的 昭和62 年度　（ 1987 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 (公財)豊中市スポーツ振興事業団に対する事業運営費補助金交付要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 5,150 5,100 5,000 5,150 5,130 4,905

()内は人件費、公債費を含む (5,724) (6,348) (7,000) (5,960) (5,704) (5,479)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 5,150 5,100 5,000 5,150 5,130 4,905

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 574 1,248 2,000 810 574 574

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 5,150 5,100 5,000 5,150 5,130 4,



非投資的

041995 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興事業

出資法人スポーツ推進事業補助

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

出資法人が安定して市民スポーツの推進を行うための公益的事業を実施することができました。

令和　元年度
上半期（4月）と下半期（10月）に分けて補助金を交付しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

補助金の支払い 補助金の支払い

Ａ.必 要 性
○高　　　　●中　　　　○低

公益性の高い事業を実施するために、補助が必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

補助金を交付することにより、財団が公益性の高い事業を実施することは、効率的といえます。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　●部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

財団が実施する公共性の高い事業に補助金を支払いました。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

補助金を交付することにより、財団が公益性の高い事業を実施する手法は妥当です。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

地域等と連携し、公益性の高い事業を実施することができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後も引き続き、公共性の高い事業実施の担い手として、財団に補助金を交付します。
今後の取組み

備 考



408 201

人 件 費 7,216 2,574 4,590 5,625 7,134 7,216

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 120,137 109,021 122,639 113,709 111,584 93,696

一 般 財 源 440,159 264,846 435,288 434,421 440,285 460,150

()内は人件費、公債費を含む (447,375) (267,420) (439,878) (440,046) (447,419) (467,366)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042118 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
屋内体育施設運営管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 001005012 屋内体育施設等指定管理委託料支払用（屋内体育施設・温水プール・駐車場）,112005001 豊島体育

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋内体育施設（体育館等・温水プール）の管理運営を行います。

対 象

市民

内 容

体育館（豊島・千里・庄内・柴原）、武道館ひびき、高川スポーツルーム及び温水プール（二ノ切・
豊島）の管理運営

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 恒常的 昭和46 年度　（ 1971 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立体育施設管理運営要綱・豊中市立温水プール施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 560,296 373,867 557,927 548,130 551,869 553,846

()内は人件費、公債費を含む (567,512) (376,441) (562,517) (553,755) (559,003) (561,062)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 2 0 0 0 2 0

委 託 料 559,935 373,867 549,432 548,081 551,459 553,644

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 359 0 8,495 49



非投資的

042118 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設運営管理事業

屋内体育施設運営管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

891,006 594,480 929,671 922,780 875,881 786,520

延べ利用者数
単位

横ばい

出典:教育に関する事務の点検　平成27年
人

度より決算説明書（観覧者・指導者

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

体育施設の適切な運営管理により、市民にスポーツ活動の場を提供できました。

令和　元年度
指定管理者の評価点検、各種調整業務等を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

指定管理者の評価点検、各種 指定管理者の評価点検、各種 指定管理者の評価点検、各種 指定管理者の評価点検、各種
調整業務等 調整業務等 調整業務等 調整業務等

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用する必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　●指定管理者代行

体育施設の運営管理は、指定管理者制度を導入しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の運営管理については、指定管理者制度の導入は妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の運営管理は、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

体育施設の運営管理については、今後も指定管理者のノウハウを活用し、効率的な運用を図ります。
今後の取組み

備 考



2,551 7,946 9,913 11,139 8,213

委 託 料 5,564 13,870 10,952 3,575 2,784 2,566

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 27,506 4,900 12,322 16,822 5,099 2,391

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 7,306 31,891 3,985 13,332 12,501 6,057

人 件 費 5,128 4,992 4,190 4,086 4,532 5,128

公 債 費 126,742 186,948 148,369 148,369 148,247 119,098

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 1,500 0 0 0 4,800 0

そ の 他 27,712 5,880 1,763 4,900 4,957 4,286

一 般 財 源 21,491 47,333 33,442 38,742 21,766 14,941

()内は人件費、公債費を含む (153,361) (239,273) (186,001) (191,197) (174,545) (139,167)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042148 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
屋内体育施設管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 112005999 体育館全般,112010999 温水プール全般,112020001 武道館ひびき,161001055 庄内体育館等駐車場,16

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋内体育施設（体育館等・温水プール）の修繕等を行います。

対 象

市民

内 容

体育館（豊島・千里・庄内・柴原）、武道館ひびき、高川スポーツルーム及び温水プール（二ノ切・
豊島）の維持管理
（令和元年9月補正の内容）
高川複合施設に設置されているコンクリートブロック塀の撤去を行います。
（令和2年3月補正の内容）
豊島体育館の空調カバー設置工事が入札不調となったため減額補正します。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 昭和46 年度　（ 1971 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市立体育施設管理運営要綱・豊中市立温水プール施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 50,703 53,213 35,205 43,642 31,523 19,227

()内は人件費、公債費を含む (182,573) (245,153) (187,764) (196,097) (184,302) (143,453)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 10,327



非投資的

042148 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設運営管理事業

屋内体育施設管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

利用者が安心して施設を使用できました。

令和　元年度
屋内体育施設の維持管理を行いました。豊島体育館空調カバー設置工事が入札不調となったため、減額補正しま
した。高川複合施設コンクリートブロック塀改修工事が近隣調整等に不測の時間を要したことから、補修工事請

の 実 施 内 容 負費の一部を令和2年度に繰越しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕
予算措置された工事

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の修繕については、利用者が施設を安心・安全に利用するために欠かせないものです。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の修繕については、コストや工期も踏まえ、工事手法等を検討し、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

体育施設の修繕については、専門業者へ委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の修繕を専門業者へ委託することは妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

計画的な工事に加え、突発的な不具合に対応したことで、利用者の安全を確保できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

安全面を第一に、計画的に施設の点検・改修を行い、安心してスポーツを行える環境を整備します。
今後の取組み

備 考



0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 45,978 44,538 39,294 39,921 44,493 42,906

一 般 財 源 53,585 42,643 38,038 39,002 51,144 56,479

()内は人件費、公債費を含む (56,865) (45,295) (41,908) (42,278) (54,342) (59,759)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042072 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
屋外体育施設運営管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 001005011 屋外体育施設全般（9施設・指定管理者人件費按分）,112001005 千里北町公園野球場,112001010 大

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋外体育施設の管理運営を行います。

対 象

市民

内 容

野球場4施設、庭球場4施設、グリーンスポーツセンター、ふれあい緑地球技場及び二ノ切少年球技場
の管理運営

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設の運営

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市屋外施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 99,563 87,181 77,332 78,923 95,637 99,385

()内は人件費、公債費を含む (102,843) (89,833) (81,202) (82,199) (98,835) (102,665)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 384 0 0 0 0

委 託 料 99,239 84,490 77,332 78,923 95,399 99,239

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 324 2,307 0 0 238 146

人 件 費 3,280 2,652 3,870 3,276 3,198 3,280

公 債 費



非投資的

042072 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設運営管理事業

屋外体育施設運営管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

292,497 273,342 280,173 287,561 284,993 271,845

延べ利用者数
単位

上向き

出典:教育に関する事務の点検 平成27年
人

度からは決算説明書（観覧者・指導

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

体育施設の適切な運営管理により、市民にスポーツ活動の場を提供できました。

令和　元年度
指定管理者の評価点検、各種調整業務等を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

指定管理者の評価点検、各種 指定管理者の評価点検、各種 指定管理者の評価点検、各種 指定管理者の評価点検、各種
調整業務等 調整業務等 調整業務等 調整業務等

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用する必要があります。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性を活かし効率的に運用しています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　●指定管理者代行

体育施設の運営管理は、指定管理者制度を導入しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の運営管理については、指定管理者制度の導入は妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の運営管理については、指定管理者制度を導入し、専門性をいかし効率的に運用できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

体育施設の運営管理については、今後も指定管理者のノウハウを活用し、効率的な運用を図ります。
今後の取組み

備 考



12 2,670 3,114 3,056 3,570

公 債 費 52,786 66,987 36,424 0 5,461 16,354

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 1,000 1,500 578 2,536 0

一 般 財 源 6,057 7,718 17,420 14,130 14,742 4,766

()内は人件費、公債費を含む (62,413) (78,917) (56,514) (17,244) (23,259) (24,690)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

042102 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設運営管理事業 実施計画掲載 非掲載
屋外体育施設管理 区 分 継続

施 設 コ ー ド 112001999 野球場全般,112015999 庭球場全般,112025001 二ノ切少年球技場,112025002 グリーンスポーツセン

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

屋外体育施設の修繕等を行います。

対 象

市民

内 容

野球場4施設、庭球場4施設、グリーンスポーツセンター、ふれあい緑地球技場及び二ノ切少年球技場
の維持管理

分 類 自治事務 非投資的 種 別 施設管理

事 業 期 間 恒常的 昭和56 年度　（ 1981 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

■ 国の法律・政令・省令、計画等 スポーツ基本法

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中市屋外施設管理運営要綱

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： あり
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 6,057 8,718 18,920 14,708 17,278 4,766

()内は人件費、公債費を含む (62,413) (79,917) (58,014) (17,822) (25,795) (24,690)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 5,153 2,599 4,022 3,877 8,462 3,759

委 託 料 427 2,620 207 133 281 206

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 3,249 14,325 8,884 6,712 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 477 250 366 1,815 1,824 802

人 件 費 3,570 4,2



非投資的

042102 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設運営管理事業

屋外体育施設管理

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

利用者が安心して施設を使用できました。

令和　元年度
屋外体育施設の維持管理を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕 突発的な修繕

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

体育施設の修繕については、利用者が施設を安心・安全に利用するために欠かせないものです。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

体育施設の修繕については、コストや工期も踏まえ、工事手法等を検討し、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

体育施設の修繕については、専門業者へ委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

体育施設の修繕を専門業者へ委託することは妥当だと考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

突発的な不具合に対応したことで、利用者の安全を確保できました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

安全面を第一に、計画的に施設の点検・改修を行い、安心してスポーツを行える環境を整備します。
今後の取組み

備 考



0 107,100 302,000 0

そ の 他 34,961 0 0 0 0 14,961

一 般 財 源 148,755 0 13,774 71,145 73,322 155,866

()内は人件費、公債費を含む (152,068) (0) (16,204) (74,781) (76,974) (159,179)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

投資的

043387 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設整備事業 実施計画掲載 非掲載
庄内温水プール跡地整備事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

耐震性に問題があり、平成28年9月に廃止した庄内温水プール跡地の有効活用を行い、地域の活性化
を図ります。

対 象

市民

内 容

第2期工事（旧管理棟改修、ウエルネス広場改修、エレベーター設置等）を行います。
（令和元年12月補正の内容）
工事開始後、資材の調達等に時間を要し、工期の変更が必要となったため、対応に要する経費を補正
します。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成29 年度　（ 2017 年度 ） ～ 令和元 年度　（ 2019 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所 庄内温水プール跡地

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 工事 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 467,716 0 13,774 178,245 375,322 170,827

()内は人件費、公債費を含む (471,029) (0) (16,204) (181,881) (378,974) (174,140)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 0 0 0 0 0 0

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 467,716 0 13,774 178,245 375,322 170,827

人 件 費 3,313 0 2,430 3,636 3,652 3,313

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 284,000 0



投資的

043387 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋外体育施設整備事業

庄内温水プール跡地整備事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

庄内地域南部のスポーツ環境づくりに資することができました。

令和　元年度
第2期工事（旧管理棟改修、ウエルネス広場改修、エレベータ設置等）を行いました。工期の変更が必要となっ
たため負担金の一部を令和2年度に繰越しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

契約準備 工事 工事 工事

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

市民のスポーツ機会の充実及び地域の活性化のため、欠かせない事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

基本構想において、整備費用を算定するなど、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　●負担金　○指定管理者代行

負担金執行(上下水道局に依頼し、局が民間業者に委託)

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

下水道処理施設の上部にあることなど、現状を熟知している上下水道局に依頼することは妥当です。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

庄内温水プールに代わるスポーツ施設整備の目途がつきました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

第2期工事を竣工させます。
今後の取組み

備 考



投資的

049458 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策 17

事 業 名
屋外体育施設整備事業 実施計画掲載 非掲載
豊中ローズ球場整備事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

老朽化した豊中ローズ球場を整備し、高校野球発祥の地とよなかを広くアピールするとともに、地域
のさらなる活性化を図ることを目的とします。

対 象

市民

内 容

豊中ローズ球場の整備にあたり、基本・実施設計等を行います。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成29 年度　（ 2017 年度 ） ～ 令和04 年度　（ 2022 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所 豊中ローズ球場

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 設計 実施 設計

事 業 費 総 額 33,722 0 0 0 3,709 15,088

()内は人件費、公債費を含む (35,969) (0) (0) (0) (4,961) (17,335)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 0 0 0 0 0 0

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 33,722 0 0 0 3,547 15,088

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 162 0

人 件 費 2,247 0 0 0 1,252 2,247

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 33,722 0 0 0 3,709 15,088

()内は人件費、公債費を含む (35,969) (0) (0) (0) (4,961) (17,335)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等



投資的

049458 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策 17

事 業 名
屋外体育施設整備事業

豊中ローズ球場整備事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

・竣工から２０年が経過し老朽化している施設・設備の更新を図ることができます。
・現在の利用者ニーズに対応するための施設・設備の拡充により、機能向上を図ることができます。
・「高校野球発祥の地・豊中」を広くPRすることができます。

令和　元年度
基本設計等を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

契約準備 契約準備 入札手続等 設計

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

施設の老朽化対策や豊中の魅力を発信するため必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

基本構想、基本計画等において、改修内容の所要コストを比較検討し、効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

設計業務を専門業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

専門業者に委託することは妥当と考えます。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

基本設計を実施したことから、今後の工程につなげることができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

具体化・工事実施に向けた調整を進めます。
今後の取組み

備 考



制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

投資的

043705 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設整備事業 実施計画掲載 非掲載
二ノ切温水プール整備事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

ニノ切温水プールは、老朽化が著しく、早急の改善が必要である為、建替えに向け手続きを進めます
。

対 象

市民

内 容

二ノ切温水プールの建替え工事を行います。

分 類 自治事務 投資的 種 別 投資系事務

事 業 期 間 複数年度 平成27 年度　（ 2015 年度 ） ～ 令和02 年度　（ 2020 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体
整 備 場 所 ニノ切温水プール

整 備 概 要

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

□ 豊中市条例・規則・要綱、計画等

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 工事 実施 実施 工事

事 業 費 総 額 858,116 0 0 22,041 10,744 666,470

()内は人件費、公債費を含む (860,527) (0) (0) (24,345) (13,494) (668,881)

細
事
業
費
内
訳

工 事 費 858,116 0 0 0 0 666,470

用 地 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 22,041 10,744 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 2,411 0 0 2,304 2,750 2,411

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 643,500 0 0 0 0 499,800

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 214,616 0 0 22,041 10,744 166,670

()内は人件費、公債費を含む (217,027) (0) (0) (24,345) (13,494) (169,081)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等



投資的

043705 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
屋内体育施設整備事業

二ノ切温水プール整備事業

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

建替工事を進めることができました。

令和　元年度
建替工事に着手しました。工事受注事業者との協議により工事費用の支払いが翌年度となるため、工事請負費の
一部を令和2年度に繰越しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

契約準備 工事 工事 工事

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

老朽化したニノ切温水プールの建替えは、市民のスポーツ機会の充実のため欠くことのできない事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

設計において、所要コストを勘案しながら効率的に行っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　○一部委託　●全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

業務を委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

専門業者に委託することは妥当であると考えます。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

建替工事を進めました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

令和２年度末に工事を完了します。
今後の取組み

備 考

目が「温水プール施設整備費」から「体育施設整備費」に変更するにあたり、従来の細事業を完了し、科目新設
したため、継続事業としています。
平成28年度は事業手法検討実施（非投資的）



41 1,568 1,275

一 般 財 源 165 0 10,162 212 162 164

()内は人件費、公債費を含む (1,067) (0) (12,402) (1,994) (1,556) (1,066)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

044067 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 1/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興基金 実施計画掲載 非掲載
スポーツ振興基金 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

スポーツ振興基金を創設し、ふるさと納税制度の枠組みの中で、個人や企業、団体からの寄附を募り
、スポーツ施設整備やスポーツ関連のソフト事業の財源に充てます。

対 象

市民

内 容

本市のスポーツ振興に関する取組みやスポーツ施設の整備についてアピールしながら、市内外の個人
や企業、団体等から幅広く寄附を募ります。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 その他

事 業 期 間 恒常的 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 スポーツ振興基金積立条例

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 2,595 0 10,420 853 1,730 1,439

()内は人件費、公債費を含む (3,497) (0) (12,660) (2,635) (3,124) (2,341)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 165 0 162 162 162 165

委 託 料 0 0 0 50 0 0

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,430 0 10,258 641 1,568 1,274

人 件 費 902 0 2,240 1,782 1,394 902

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 2,430 0 258 6



討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続きPRを行い寄附を募ります。
今後の取組み

備 考

非投資的

044067 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 04 - 01 - 03

[ 2/2 ]
基本政策

事 業 名
スポーツ振興基金

スポーツ振興基金

所管部局・課 211000 都市活力部・スポーツ振興課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

単位

出典:

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

市内外の個人や企業、団体等から幅広く寄附を募ることにより、本市のスポーツ振興に関する取り組みやスポー
ツ施設の整備についての財源確保が図れました。

令和　元年度
千円未満は四捨五入しています。
・積立金　　　　　　 1,274千円　【内訳】利子積立5千円　その他積立1,269千円

の 実 施 内 容 ・取崩　　　　　　　　　 0千円
・令和元年度末残高　13,741千円

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

スポーツ振興基金に係る事務 スポーツ振興基金に係る事務 スポーツ振興基金に係る事務 スポーツ振興基金に係る事務
手続き 手続き 手続き 手続き
スポーツ振興基金のＰＲ スポーツ振興基金のＰＲ スポーツ振興基金のＰＲ スポーツ振興基金のＰＲ

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

個人や企業、団体から寄附を募り、スポーツ施設整備やスポーツソフト事業の財源に充てることは、市のスポー
ツ推進を図るうえで必要です。

Ｂ.効 率 性
○高　　　　●中　　　　○低

民間事業者との連携により効率的な事業運営を図っています。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

市が主体となり地域連携協定により民間事業者と連携しながら、寄附を募ります。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

寄附金を募るパンフレットの作成や寄附に係る事務手続きを行います。また、地域連携協定により「とよなかマ
チカネWAON」の売上の一部がスポーツ振興基金寄附金に寄附される仕組みとなっています。

Ｄ.成 果

○高　　　　●中　　　　○低

一定の寄附金を集めることができました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検



訳

需 用 費 657 489 473 551 311 329

委 託 料 2,480 1,108 1,110 4,916 5,001 3,036

補 助 金 等 110 110 110 111 110 10

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 346 731 818 455 263 171

人 件 費 16,400 7,020 12,800 10,935 7,380 16,400

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 43 0 0 0

一 般 財 源 3,593 2,438 2,469 6,032 5,686 3,545

()内は人件費、公債費を含む (19,993) (9,458) (15,269) (16,967) (13,066) (19,945)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041791 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策 47,48

事 業 名
魅力創造事業 実施計画掲載 非掲載
魅力創造・発信の企画調整 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課 201000 とよなか都市創造研究所 210500 文化芸術課 211000 スポーツ振興課 212000 産業振興課 601300 社会

事
業
の
概
要

目 的

市内外の人々や事業者に、豊中に行きたい、豊中で暮らしたい、働きたいと思ってもらえるまちであ
るために、地域の資源や個性を積極的に打ち出したまちづくりが求められています。市内のさまざま
な地域資源の魅力の発信や新しい価値の創造等の取り組みを通して、交流・定住人口の増加や、多様
な店舗・事業者の進出につながる都市の魅力づくりに寄与します。

対 象

その他
市民、近隣市市民、事業者

内 容

豊中の地域資源を再発見し、人々の暮らしの充実につながる新たな価値や魅力を創り出し、発信する
取組みを進めます。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成24 年度　（ 2012 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 6032 実施 実施

事 業 費 総 額 3,593 2,438 2,512 6,032 5,686 3,545

()内は人件費、公債費を含む (19,993) (9,458) (15,312) (16,967) (13,066) (19,945)

細
事
業
費
内



さらなる魅力発信のために、投入資源の質を高めるよう取り組みます。
今後の取組み

備 考

非投資的

041791 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策 47,48

事 業 名
魅力創造事業

魅力創造・発信の企画調整

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

85 65 - 85.5 - 85

豊中に住み続けたいと感じる市民の割合
単位

上向き

出典:豊中市市民意識調査
％

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

本市に対する誇りや好感、信頼、期待を高めることに寄与しました。ひいては定住人口の増加、さまざまな事業
者の進出などを誘発し、持続的な地域経済、地域社会の活性化にも資しました。

令和　元年度
豊中の魅力の創造・発信につながるイベント等を実施しました。きむらとしろうじんじん「野点」をはじめ、豊
能地区広域観光推進協議会を主体とする阪急宝塚線沿線観光あるき、外国人観光客を対象としたモニターツアー

の 実 施 内 容 など、市民・関係団体等と連携した事業を展開しました。

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

阪急宝塚線沿線観光あるき、 阪急宝塚線沿線観光あるき、 阪急宝塚線沿線観光あるき、
インバウンドに関する調査の 外国人観光客向けモニターツ きむらとしろうじんじん「野
実施 アーの実施 点」の実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高めるために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

細事業における事業費のほとんどはイベントの実施に費やすものであり、費用の低減は内容の劣化につながりま
す。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

イベントの実施に関して、一部を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市外から参加者があるなど、市内外に向けた豊中の魅力創造・発信につながっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

今後の



17 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 814 32 135 1,714 2,948 770

人 件 費 4,920 3,900 9,600 12,150 14,760 4,920

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 4,233 2,000 0

一 般 財 源 7,566 4,101 14,158 12,578 11,845 6,477

()内は人件費、公債費を含む (12,486) (8,001) (23,758) (24,728) (26,605) (11,397)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

041842 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策 47

事 業 名
魅力創造事業 実施計画掲載 非掲載
シティプロモーション事業 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

市内外の人々や事業者に、豊中に行きたい、豊中で暮らしたい、働きたいと思ってもらえるまちであ
るために、地域の資源や個性を積極的に打ち出したまちづくりが求められています。市内のさまざま
な地域資源の魅力の発信や新しい価値の創造等の取り組みを通して、交流・定住人口の増加や、多様
な店舗・事業者の進出につながる都市の魅力づくりに寄与します。

対 象

その他
市民、他市市民、事業者

内 容

冊子や広告媒体、市ホームページの魅力発信サイトなどを通じて、主に市外に向けて本市及び本市が
展開する施策のPRを行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成27 年度　（ 2015 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 7,566 4,101 14,158 16,811 13,845 6,477

()内は人件費、公債費を含む (12,486) (8,001) (23,758) (28,961) (28,605) (11,397)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 240 73 3 1,397 2,568 687

委 託 料 6,512 3,996 14,021 13,700 8,312 5,020

補 助 金 等 0 0 0 0



非投資的

041842 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02

[ 2/2 ]
基本政策 47

事 業 名
魅力創造事業

シティプロモーション事業

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

85 65 85.5 85

豊中に住み続けたいと感じる市民の割合
単位

上向き

出典:豊中市市民意識調査
％

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

本市に対する誇りや好感、信頼、期待を高めることにつながりました。ひいては定住人口の増加、さまざまな事
業者の進出などを誘発し、持続的な地域経済、地域社会の活性化にも資しました。

令和　元年度
庄内地域を紹介する冊子の制作、他市における豊中市魅力発信のイベント、豊中市紹介パンフレットの改訂・増
刷を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

豊中市紹介冊子の配布 庄内地域紹介冊子の制作 庄内地域紹介冊子の制作 豊中市魅力フェアの出展
豊中市紹介パンフレットの改
訂・増刷

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高めるために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。事業費のほとんどはイベントの企画内容に費やすものであり
、費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

プロモーション事業を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

市外からもイベントへの参加者があるなど、市内外に向けた豊中の魅力の発信につながっています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、豊中の魅力の発信を行っていきます。
今後の取組み

備 考



5,600 6,480 4,920 4,920

公 債 費 0 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 6,080 0 6,424 6,739 6,542 4,010

()内は人件費、公債費を含む (11,000) (0) (12,024) (13,219) (11,462) (8,930)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

043312 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02

[ 1/2 ]
基本政策 47,02

事 業 名
魅力創造事業 実施計画掲載 非掲載
豊中魅力アップ助成金 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課 201000 とよなか都市創造研究所 210500 文化芸術課 212000 産業振興課 401000 市街地整備課 601300 社会教

事
業
の
概
要

目 的

多くの人々のさまざまな出会いや交流、体験の場、機会につながる民間団体の事業を助成することに
より、地域等の魅力の向上につなげます。

対 象

その他
市民、他市市民、事業者

内 容

市全体あるいは地域の活性化等を目的とし、地域等の魅力の向上や市内外への魅力の発信につながる
、一定以上の規模の事業に対して補助を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 恒常的 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 ■市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 6739 実施 実施

事 業 費 総 額 6,080 0 6,424 6,739 6,542 4,010

()内は人件費、公債費を含む (11,000) (0) (12,024) (13,219) (11,462) (8,930)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 0 0 0 0 0 0

委 託 料 0 0 0 0 0 0

補 助 金 等 6,000 0 6,407 6,717 6,532 4,006

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 80 0 17 22 10 4

人 件 費 4,920 0



止の方向で検討　○完了・廃止

引き続き、都市ブランドの向上をめざして取り組みます。
今後の取組み

備 考

非投資的

043312 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02
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基本政策 47,02

事 業 名
魅力創造事業

豊中魅力アップ助成金

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

20 10 18 17 9

助成金申請件数
単位

横ばい

出典:
件

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

都市ブランド確立のための戦略に基づくブランディング活動や、一体性のある情報発信を行うことにより、まち
への愛着や誇りの醸成、交流・定住人口の増加、地域社会の活性化に寄与しました。

令和　元年度
市全体あるいは地域の活性化等を目的とし、地域等の魅力の向上や市内外への魅力の発信につながる、一定以上
の規模の事業に対して補助を行いました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

対象団体への周知、募集 具体的な事業の実施。 具体的な事業の実施。 具体的な事業の実施。
事業報告会の実施。

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

本市の魅力の創造、発信につながるイベント等の充実を通して、まちの活性化を促し、もって都市ブランドの向
上を図ることを目的としており、必要です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、効率性に配慮しています。補助金以外の事業費のほとんどは通知書類の発送費用等に費
やすものであり、費用の低減は内容の劣化につながります。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

●市実施　○一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

交付決定団体へ助成金を交付しております。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

行政による支援は必要最低限になっています。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

助成金を交付することで、団体の事業範囲が広がり、交付決定団体が市内で多くのイベント等を行ったことで、
市内外から多くの人々を呼び込むなど、一層の魅力の創造、発信につながりました。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃



財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

府 支 出 金 0 0 0 0 0 0

地 方 債 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

一 般 財 源 4,945 0 3,347 1,506 1,295 4,277

()内は人件費、公債費を含む (9,045) (0) (7,347) (7,986) (5,395) (8,377)

制
度
等

補
助
金

所 轄 官 庁 等
制 度 の 名 称 等
補助率・補助額等

非投資的

044332 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02
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基本政策 47

事 業 名
魅力創造事業 実施計画掲載 非掲載
豊中ブランド戦略の推進 区 分 継続

施 設 コ ー ド
所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

関連部局・課

事
業
の
概
要

目 的

本市が持つ歴史や特性を踏まえ、今後も人、モノ、情報等が集まる魅力的な活気あふれる都市であり
続けるために都市ブランド向上の観点から策定した「豊中ブランド戦略」に基づき事業展開を図るこ
とで、本市が「暮らしの舞台」として選ばれ、自律的かつ持続的に発展するまちとして前進すること
に寄与します。

対 象

その他
市民、関係団体、市外在住者

内 容

豊中ブランド戦略審議会において、同戦略の進行管理を行います。

分 類 自治事務 非投資的 種 別 市民サービス

事 業 期 間 単年度 平成28 年度　（ 2016 年度 ） ～ 年度　（ 年度 ）

事 業 主 体 □市 □府 □国 □ その他 （ ）

関 連 団 体

根拠法令・計画等

□ 国の法律・政令・省令、計画等

□ 大阪府条例・規則・要綱、計画等

■ 豊中市条例・規則・要綱、計画等 豊中ブランド戦略

協働のパートナー □行政 □NPO法人 □法人外NPO □地縁系 □企業･大学 □社団財団系 □複合体 □個人のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

民 間 事 業 者 取組の有無： なし
（単位：千円）

当該年度予算額 H27 H28 H29 H30 R01

事 業 推 進 の ス ケ ジ ュ ー ル 実施 実施 実施

事 業 費 総 額 4,945 0 3,347 1,506 1,295 4,277

()内は人件費、公債費を含む (9,045) (0) (7,347) (7,986) (5,395) (8,377)

細
事
業
費
内
訳

需 用 費 34 0 1 1 0 20

委 託 料 4,500 0 3,094 1,287 1,139 4,039

補 助 金 等 0 0 0 0 0 0

扶 助 費 0 0 0 0 0 0

維 持 補 修 費 0 0 0 0 0 0

賃 金 0 0 0 0 0 0

そ の 他 411 0 252 218 155 218

人 件 費 4,100 0 4,000 6,480 4,100 4,100

公 債 費 0 0 0 0 0 0



づき施策・事業を展開し、取組みの進捗管理を審議会で行いま
今後の取組み す。

備 考

非投資的

044332 令和２年度事業評価シート（令和　元年度実施分）
総合計画 05 - 01 - 02
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基本政策 47

事 業 名
魅力創造事業

豊中ブランド戦略の推進

所管部局・課 210100 都市活力部・魅力創造課

当該年度目標値 H27 H28 H29 H30 R01

指
標

1,300 1,886 969 2,085 865 2,448

社会増加数
単位

上向き

出典:豊中市住民基本台帳
人

単位

出典:

単位

出典:

事 業 の 効 果

本市に対する誇りや好感、信頼、期待を高めることにつながりました。ひいては定住人口の増加、さまざまな事
業者の進出などを誘発し、持続的な地域経済、地域社会の活性化にも寄与しました。

令和　元年度
豊中ブランド戦略4年間の取組みを総括するための市民アンケート調査等を実施、審議会の答申、市民意見募集
を経て、第２期豊中ブランド戦略を策定しました。

の 実 施 内 容

実
施
状
況

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

審議会の開催 ネットワーク会議開催 審議会の開催 審議会からの答申、パブコメ
ネットワーク会議開催 市民・事業者調査、市民団体 、
市民・事業者調査、市民団体 等ヒアリングの実施 第２期戦略策定
等ヒアリングの実施

Ａ.必 要 性
●高　　　　○中　　　　○低

豊中の魅力を高め、発信していくために必要な事業です。

Ｂ.効 率 性
●高　　　　○中　　　　○低

事業実施にあたっては、進捗管理に必要な資料作成・調査業務等を事業者に委託するなど、効率性に配慮してい
ます。

Ｃ.運営方法

実
施
主
体

○市実施　●一部委託　○全部委託　○部分補助等　○全部補助等　○負担金　○指定管理者代行

豊中ブランド戦略推進支援業務・調査業務を事業者に委託しています。

実
施
方
法

●妥当　　　○要改善

豊中の魅力を高め発信する事業のため、市が方向付けをする必要があります。

Ｄ.成 果

●高　　　　○中　　　　○低

豊中ブランド戦略の進捗管理ができています。

総 合 評 価

○拡充の方向で検討　●現状のまま継続　○縮小の方向で検討　○完了・廃止の方向で検討　○完了・廃止

令和２年度からは、第２期豊中ブランド戦略に基


